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The effects of a correspondence-mediated intervention 
for improving adherence to unsupervised walking: 

- Application of Comfortable Self-Established Pace and 

the Spiral Model for Exercise Adherence -
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and Kiso Murakami 
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Masahiko 

Abstract 

The purpose of this study was to investigate the effectiveness of a correspondence-mediated intervention 

program designed to improve adherence to unsupervised exel'cise. One hundred and thirty-one adults partici-

pated in a voluntary， three months walking progl'am. Participants were randomly classified into three 

groups: Experimental group A (n=33)， experimental group B (n=37)， and control group (n=61). 1n order to 

support adherence， different information were sent to participants once a week using either FAX 01' E-mail. 

For exper句imentalgroup A， both infOl・mationabout the physiological benefits of exercise and behavioral 

change methods/models， Comfortable Self-Established Pace Walking (Hashimoto et al.， 1993; Hashimoto， 

1998; 2000) and the spiral model fo1' exercise adherence (Hashimoto， 1998)， were sent. FOI' experimental group 

B， only information about the benefits of exercise was sent. No information was sent to the control g1'oup. 

Pal.ticipants Wel'e also asked if they wel'e habitual 01' non-habitual exercisers so that adhel'ence could be com-

pared among less frequent and more frequent exercisers. Walking adherence was measured at the end of the 

program and five months post-program (follow-up). To analyze the data， 2 x 3 (exercise habits x treat-

ment) ANOV As were performed. Results showed that there was a significant exercise habits X treatment in-

teraction at the end of program. For participants who did not perform habitual exercise， there was a 

significant difference among the three treatment groups， with experimental group A displaying the highest 

rate of exercise adherence (Group A: 100%; Group B: 84.6%; Control gl'OUp， 76.5%， respectively). At five 

months post-program， however， there was no significant difference in exel'cise adherence rate among the 

three treatment conditions. Though the effects do not appear long-lasting， it appears that correspondence-

mediated intervention programs may be useful to improve adherence fOl' beginning exercisers. 

Key words: exercise adherence， correspondence-mediated intervention， Comfortable Self-Established Pace， 

Spiral Model for Exercise Adherence 

Graduate School 01 Humαn-Environment Studies， Kyushu University， 6・1Kαsuga Koen， Kαsugα， Fukuoka 816-8580 
Institute 01 Health Science， Kyushu University， 6-1 Kasuga Koen， Kasugα， Fukuohα816-8580 

Faculty 01 Sports and Heαlth Science， FukuohαUniversity， 8・19・1NαIIαIwmα， JyOllαn-ku， Fulwoka 814-0180 
Jαpαn Institute 01 Sports Sciences， 3・15・1Nishigaohα， Kitα・1m，Tohyo 115・0056



平成1611~ 1O月第 l号第19巻九州体育・スポーツ学研究2 

健康の維持・増進における定則的な運動や身体活動の

有効性はよく知られており、市町村や民間において多種

多様な運動教室やプログラムが開催され、健康指導や運

動処方が行われているo しかし、それらを定期的に長期

にわたって継続することは難しく、多くの人々が途中で

ドロップアウトしている。米国では、監視下の運動プロ

グラムを開始した人の45-50%が普通3-6ヶ月以内に

ドロップアウトし (Dishman，1982; 

Sallis， 1994; Oldridge， 1982)、体力づくりのプログラ

ムに参加した半数の者が定期的な身体活動を続けること

ができていない (Martinet al.， 1984) 0 

運動や身体活動増強のためのプログラムは、通常、運

動教室やフィットネスセンターで行われることが多い。

しかし、そのような特定の教室や施設に定期的に通うこ

とは多くの人々にとって不便なことであり、運動を行う

ことよりも難しし、かもしれない。そのため自宅や参加者

自身が選択した場所で、定期的に運動や身体活動を行う

ことを支援するプログラムが注目されてきた (Sallis

and Owen， 1999) 0 Dishman and Buckworth (1996) 

は、身体活動増強に関する127編の介入研究のメタ分析

を行い、通信のようなメディアを媒介とした介入、運動

教室やプログラムではなく自分で活動を行う非監視下の

活動、通常の地域場面で行う介入などが身体活動量の増

進や体力の向上に有効であることを報告している。また、

Owen et al. (1987)は、 12週間の有酸素運動プログラム

の参加者に対し、郵送による情報提供を行い、運動行動

にどのような効果をもたらすのかを検討しているo 情報

は認知行動的スキルに関する内容で構成され、参加者は

情報が単一のパッケージで送られてくる群と 7つの郵便

物が経時的に送られてくる群、コントロール群の 3群に

割り当てられた。その結果、プログラムの終了時におい

て、単一のパッケージ.で情報を受け取った群は、 7つの

郵便物を受け取った群やコントロール群に比べてより活

動的であった。このような非監視下の活動に対する通信

を媒介とした支援は身体活動の精強に効果的であるばか

りでなく (Dishman and Buckworth， 1996)、低コス

トで実施可能であり (Sallisand Owen， 1999)、有効

な介入方略であると考えられるo

運動の長期的な継続において、運動に伴う感情の重要

性が指摘されている (Gauvin and Spence， 1998; 

Hardy and Rejeski， 1989;樋上ほか， 1996; Rejeski， 

1992; Sallis and Hovell， 1990;山口， 1996)。橋本ほか

(1993)および橋本(1998;2000)は運動に伴うポジテイ

プな感情の獲得と運動の継続化を意図したウォーキング

やランニングを遂行する際の運動強度として、快適自己

(Comfortable Self-Established Pace;以下、

CSEPと略す)を提唱している。 CSEPは、運動中に最

も快適と感じるペース(強度)を自分自身で設定する、

いわゆる自己決定的・自己選択的な主観的運動強度のこ

とであり、最適刺激理論 (Landersand Boutcher， 

1990)、フロー (Csikszentmihalyi， 1990)、自己決定理

論 (Deciand Ryan， 1985)を理論的背景としている O

また、 CSEPは「自分のからだと心と相談して、最も快

適と感じるペースをつかんでくださいjという言語教示

を用いて、快感情を得るための個々人にとっての最適な

ベース(至適運動強度)を探す方法であり、橋本ほか

(僑本ほか， 1993; 1995; 1996; Hashimoto and Tokun-

aga， 1999)の一連の研究によって検証がなされているo

例えば、 Hashimotoand Tokunaga (1999)はCSEP

をはさむ異なる 3つの強度 (CSEP-10% HRmax、CS

EP、CSEP+ 10% HRmax)でのランニングに伴う快感

情を比較し、 CSEPのランニングにおいてもっとも高い

快感情が得られ、 CSEPより高くても低くても快感情が

低下することを明らかにしている。また、橋本ほか

(1995; 1996)は15分間の CSEPによるランニングの前

後および回復刻(運動終了後30分)における感情は、不

安感は運動中、回復期を通じてベースラインよりも低く

なり、快感情、満足感およびリラックス感は増加し(橋

本ほか， 1995)、運動終了後60分においても有意な増加

であったことを見出している(橋本ほか， 1996) 0 これ

らの結果は、 CSEPが快感情を得るための至適運動強度

であり、不安やストレスの低減、ウェルビーイングやメ

ンタルヘルスの改善・向上に有効な運動強度の設定法で

ある可能性を示唆している o

さらに、橋本 (1998) はこの CSEPによる運動を基

盤とし、現場での指導にも適用可能な「運動継続化の螺

旋モデルjを提唱している(図 1)。このモデルは、内

発的動機づけを高め、好意;的態度を形成するための主要

な要因となる「快適経験Jr目標設定Jr結果の知識」

「成功体験Jおよび「身体的資源jの5つの要因によっ

ペース

and Dishman 

言緒

運動継続化の螺旋モデル(橋本， 1998) 図 1
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て構築されるものであるo 前者の 4要因は循環ないし相

互関連し、運動者の校術、体力、健康といった身体的資

源のレベルの向上を伴って、堺、旋的に高次のものへと質

的転換がなされると仮定されているo つまり、運動に対

する快感情が形成されるがゆえに、自発的な目標設定が

なされ、その行動の結果の知識を得ょうとする O そして、

目標を達成したという成功体験は喜びゃ楽しさといった

快感情につながるo このようなプロセスが繰り返される

ことによって、 1~1 発的な運動の継続がなされるのである O

そして、身体的資源の獲得はこれ自体を直接的な目的と

せずとも、運動継続の結果として獲得されてくると考え

ればよいのであるo この螺旋モデルの要因は、われわれ

が運動継続を意図して指導を行う際、どのようにすれば

よいかが分かりやすい。つまり、楽しく(快適体験)、

目標を持たせ(目標設定)、運動の結果をフィードパッ

クし(結果の知識)、達成感・成就感(成功体験)を味

合わせればよいことになる O しかし、この CSEPを!日

いた運動や螺旋モデルを用いた介入が述J1i1Jの継続に対し

て有効であるかどうかはまだ検討されていない。

そこで本研究では、 FAX、または E-mailによって、

CSEP (橋本ほか， 1993;橋本， 1998; 2000)と運動継続

化の螺旋モデル(橋本 1998) に関する情報を提供し、

非監視下のウォーキングの継続化への効果を検討するこ

とを目的とする O

方法

1 .対象

対象者は、 3ヶ月間のウォーキング事業「なかなかよ

か健康チャレンジ事業jに参加した151名のうち、ウォー

キングの継続状況が完全に確認できた者131名(女性99

名、男性32名)である。平均年齢は57.6:t11.87歳である O

なかなかよか健康チャレンジ事業は、健康日本21推進

事業として福岡県 T市の健康づくり協議会が主催して

行われた。これは運動習慣を身につけ、日常の身体活動

量を増やすことを目的とし、肥満、高血圧症、糖尿病、

高脂血症などの生活習慣病の予防を図る試みである O 参

加者は市の広報誌等により募集され、 2人l組での参加l

である。

事業の内容は、ウォーキングの実施(10分のウォーキ

ングにつき 1ポイントが付与される)と各稀イベントへ

の参加(参加するごとに20一30ポイントが付与される)

で合計300ポイントの獲得にチャレンジさせ、ポイント

達成チームには記念品抽選会の参加資格が与えられる O

また、ウォーキング事業の参加者全員にセルフモニタリ

ングノートが配布され、ウォーキングポイント等の記載

がなされた。

2.介入期間

介入期間は事業が開催される平成14{J~ 9月7日-12月

14日のおよそ 3ヶ月間である O

3.介入方法

ウォーキング事業の参加者のうち、 FAX、または E-

mailを所有し、情報提供を希望する者を介入群、それ

以外の者をコントロール群とした。さらに、介入群をラ

ンダムに 2群(実験群 A、実験群 B) に分け、以下の

ような情報を毎週1回、計12回 FAX、または E-mailに

よって提供した。

実験群 A (n=33) には、 CSEP(橋本ほか， 1993;橋

本， 1998; 2000) と運動継続化の螺旋モデル(僑本，

1998)に基づく運動のやり方や継続のための技法に関す

る内容(表 1)と運動の身体的効果にI期する内容(表2) 

の2種類の情報をセットにして12回提供した。実験群 B

(n=37) には、運動の身体的効果に関する内容のみを12

回提供した。コントロール群 (n=6I)には、一切の情

報の提供を行わずに、ウォーキング事業に参加しても

らった。

なお、介入群に対する情報は一方的に提供するだけで、

参加者とは一切連絡を取っていない。

4.調査

i調査は、事業m.)始時(以下、 preと記す)、事業終了

後(以下、 postと記す)および事業終了 5ヵ月後(以

ド、 follow-upと記す)に行ったo pre は事業の初めに

行われた開会式のときに(平成14年 9月 7EJ)、 postは

事業終了後に開催された閉会式のときに(平成14年 1月

8日)、 follow-upは事業終了の 5ヵ月後(平成15年 5

月上旬)にそれぞれ実施した。

1) pre調査

デモグラフイツク要因として、性別、年齢、過去 3

ヶ月間の運動実施状況を調査した。

2) post調査

post調査における継続率の評価は、電話によって

対象者に継続の有無を自己評価してもらった。すなわ

ち、 f3ヶ月1/11のウォーキング事業でウォーキングを

継続して行いましたかjという聞いに対して、「はしづ

rl，. ¥1，. ¥えjでl回答してもらった。

3) follow-up調査

follow-up 調査における継続率の員i;l~filli は、 post 調査

同様に電話によって「ウォーキング事業が終了してか

ら現在まで、ウォーキングを継続していますかjとい

う問いに対して、「はいJr"、いえjで匝l答してもらった。
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表 1 快適自己ベースと運動継続化の螺旋壬デルに基づく情報の内容
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快適I'!L.ベースで lä ，~':jの気分が伴られる

快適I'Ilニベ スは主定するのカ叶

快適1'lL.ベ}スのjlli出jでY!快感が15られる
なぜ快適1'1己ベースは帯主税を持<!? 

快週IIL.ベースのまとめ

11分l二あった1"11::¥を点てよヮ "

11際的立てliで幼出がかわる円

II ~+ フィードパ γ クで幼!I~IÎ'i H1 ! フ

幼民的なフィードパ γクを，y:けるにはゆ

成功体験が白討を向的る"

迎動航続のメカニズム

I司

快i車臼己ペースの係 L.Ji

快適1'1己ベースと快感t.'f

快適11己ベスの11f税制
快適Cllニベ スと災快感

tr 

快適1'1己ベ}スと迅l動の輯存続
快適1'1己ベース実E日目的)H

11悼の困難度

料出 11 照と行動 II ~

Ilt~ ，i11~ とフィードパ y クの企1J~~

七ルフモニタリノグのli法
成功体験とnf，tの1四百

j'A11h継続化の醐{旋モデルの慨宜

表 2 運動の身体的効果に関する情報の内容
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~1 11 週
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抗 6il'J 
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都 8il'!

tr: 9 j~ 

tl':;JO迎

第Ilil'!
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5 分析方法

テ Fマ

五HVJはプfノを f'I:ldる"/

述励イミh!. が生活~I}firl梢町叫u司 ニれほんとう円

迎動している人はH'Iきする，?

!?の人はどれくらい広いたかワ

腰耐を|山〈コツ

ウォーキン グは什のi!;fじを防ぐ
j止は第一のし、臓，?

ウ十ーキノグで術!t~を防く

)Eの.i1!山Jでi恥のめぐりよくけ

干It選びはj、丈夫ですかヲ

LCl'S Walking!! 

lt'¥"のデータにおいては・ド均値と分散の/111に fT均が

0.5から離れるほど分i肢が小 さくなる」という関係があ

るため(お ，'{ill， 1994)、紺統守2 にl則わりなく分欣が

去になるように 、p05Lおよび follow-upにおける作

trrの総統がを辺11':1;.1:変J県してJt較を行った それぞれの

調1:がパ，1止、ウォーキング')1;r，参)J11 lniの jill 1fOJ ~J}1怖が日;~Jli し

ている ことが革えら れたため、 x2
分布 をfl)iIl 1...た 2

(i曲1，3ヶ)j1:1)の日sui}J ~J}I 'tl'tのの匝)x 3 (介入)ji.U 。〉

2 '101珂分散分析をiIlいた

結 果

過去 3ヶ)j111)のj主動判官tのの蛙別に poslおよび fol

10、トupにおけるウォ キング継続平を辺 iI弦変換し、

ど分布を利川 した 2 過去3ヶ)j1::1のiillUi}l ~I)f仰のイiJHr;)
(介入JJilJの2'1¥' Ii~分散分析を行った。X3 

p05Lの割1:続本を|叉12に示した。p05Lでは、介入jパよ

とjlli!li)J ~')l ，t1'tの父 Idl'!IJがみりれた (x'~6A 5 1 . p<.05)。

そこで、J曲L3ヶ)jの辺jfi})~')l忙[の布1 リ，)IJ に 介入ん 11，の Iji

純 l幼瓜をみたと ころ、w.t1'tのない者においてイj11なX

1'; 

雄助のがん f'防幼県

f卓出jイミ Jf. と 't. itri~l}lml~

運動と)f命の1削係

現代人の品、h
J生動の腰州予防幼~~

'i; 

述fl)Jと竹相lしょ '11正のl則係

ill~ij の l血行促jl131)民

f出動と街栄町|聞紙

j止のむくみをとる述酎w
iJ!，VJンユーズの選ひ'h
辺助の効!f~のまとめ
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図 2 過去 3ヶ月間の運動習慣の有担から
みたウォーキンダの継続率

カf，ltめられた (x'~10 . 2 1 0 ， p<.OI) ライアンilによる

多市比較を行ったところ、jlli!li1Jの身体的武力法と辺!foJJのや

りJi 技法の 2つの十lY甘iを舵fJtした'x数nrAが運動の

身体的対J採の知1，;設のみを促供 した'x!!Jf:irrsやコント ロ

ルm よ り も イ1 也、に I~'~ V 唱l 続本を吊した。- }j' 、 迎助~J}/.tn

のあるおにおいてはl洋1:1)にイjEな必はみつれなかった

(x' ~ .'I 42 . 11.5.)。

follow-upでは、

(x' ~.334 . 11.5.)、

l作に統計的にイjむな?，:はみら れず

j!s ui}J ~I)l trt のみに E幼 ~~ がみられ
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(x:! =7.658， p<.01)、運動習慣のあった者がなかった

者より有意に高い継続率を示した。

考察

本研究は、 3ヶJJ聞の非監視型ウォーキング事業への

参加者を対象に、五II動の継続を支援するため、 FAXま

たは E-mailをffJlt、て情報を提供し、その効果を検討す

ることを目的としたD 対象者は、運動の身体的効果に関

する知識と運動のやり方や継続化の技法の 2磁類の情報

を受け取る群、述!Ii1Jの身体的効果に関する情報のみを受

け取る群およびコントロール群に分けられ、それぞれの

postおよび follow-upにおける継続率が比較された O

その際、事業参加;iijの運動習慣がウォーキングの継続不

に影科していることが考えられたため、 2 (過去 3ヶ月

間の述動習慣の有無) x 3 (介入方法)の 2~凶分散分

析によって比較を行った。

その結果、事業終了時においては、運動習慣のない 2

種類の情報提供を受けた群の継続率が運動の身体的効果

に関する情報のみを受けた群やコントロール群よりも有

意に向かった。一 -)j、運動智慣のあった者の継続率に有

意な鮮問差はみられなかった。これらの結果は、 CSEP

や巡回J継続化の螺旋モデルのような運動のやり方や技法

に関する情報が、もともと運動習.tnがなく、これからウォー

キングを始めようとしている者に対して有効であること

を示唆している。運動の継続を支援する際には、運動の

効果に|期する知識の提供だけでは不卜分であり、どのよ

うにして継続したらよいかを教えることが:主要であると

言われている(橋本 2000)0その点、 CSEPは結果的

にはより快適に運動を行うための具体的な }j法となる O

CSEPの利点は、1:1々あるいは述動中の体調や気分の状

態によってペースの変更ができ、無理なく快適に運動が

できることである(僑本 2000)。また、述動継続化の

螺旋モデルは内発的動機づけを向め、好意的態度を形成

する要因からなっており(橋本， 1998)、日限設定や結

果の知識のような具体的な技法が合まれる D したがって、

これらに基づいて作成された情報がこれからウォーキン

グを始めようとしている者の継続を促進させたと推察さ

れるo

しかしながら、運動習慣のなかった者におけるこのよ

うな介入の効果は 5ヵ月後の follow-upまでは持続して

いなかった O 今1m対象としたウォーキング事業では、

3ヶ月間で300ポイントを達成した人には賞IV1の抽選の

権利が与えられるという外発的な動機づけがなされてい

た。しかし、このような外的強化のみでは長期にわたっ

て行動の変容を持続させることは難しく、内発的動機づ

けや自律的動機づけが重要であると言われている

(Dunn and Rollnick， 2003) 0またo Bellg (2003)も短

期的な行動変容には外的強化や行動的手がかりが有効で

あるが、このような変容の長期的な維持には価値や行動

調整を内!而化させ、1'-1己調整的に行動することが重要で

あると述べている O 本研究でfU1.t'た CSEPや述!Ii1J継続

化の螺旋モデルに基づく情報は、内発的動機づけや自律

的動機つntを形成・促進する内容であり、運動の長期的

な継続に有効であると考えられるが、その効果は認めら

れなかった。これは介入が3ヶ月1l¥Jと短期間であったた

め、ウォーキングの仙i他を内面化し、|付発的動機づけや

白律的動機づけを形成するには宅らなかったと推測さ

れる C

また、介入の効果が5ヵ月後まで持続しなかった原因

として、物理的環境的なバリアの影響が考えられる O 運

動や身体活動の決定1Mに関する研究 (Dishmanet al.， 

1985)では、気候や季節は身体活動のバリアとなること

が示されており、特に冬場の寒い時期に活動量が低下す

る傾向にある (Caspersenet al.， 1994)。本研究では、

継続率をil!1j~主した post (1月上旬)と follow-up(5月

上旬)の1111が冬場の肢も寒い時期と主なったため、これ

がウォーキンクー継続のバリアとなったのかもしれない口

Owen et al. (987)は、 12週間の有酸素運動プログラ

ムにおいて、郵便を!日し、た介入研究を行っているが、本

研究同様、 10ヶ月後の follow-upまで、介入の効果は持続

されなかった。このような通信による介入は、低コスト

という思忠はあるが、長期的な効果を得るには十分に強

力なものではないという報告もみられる (Sallisand 

Owen， 1999) 0 その -}j、電話をJUIt、た介入では、比較

的長期間にわたって効果が持続することが示されている

(King et al.， 1991) 0 これは屯話による介入が郵便を

用いた介入よりも参加有にとって附使であり、効果的な

ソーシャルサポートを提供できるためである (Sallis

and Owen， 1999) 0 したがって、どのような通信媒体

を用いるかによって介入の効果も異なってくるかもしれ

ないD 今後、さまざまな通信媒体をJIJIt ，て身体活動増強

における長期的な効果の持続について検討することが望

まれる。

本研究や Owenet al. (1987)の研究のように、身体

活動増強のための通信を媒介とした介入においては、そ

の効果の長期的な持続性はまだ十分に検証されていると

は言い餓い。また、このような通信を媒介とした身体活

動増強のための介入研究は少ないのが現状である

(King et al.， 1991; Lombard et al.， 1995; Owen et 

al.， 1987)。通信を媒介とした介入は、まだ多くの課題

が残されてはいるものの、低コストでの実施が可能であ

り、参加者-が教室や施設に通うという負担を軽減できる
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(Sallis and Owen， 1999)。さらには、このような通信

を通してソーシャルサポートを提供することは、身体活

動の増強に効果がある (Dishmanand Buckworth， 

1996)などの長所も報告されている o したがって、今後、

通信による情報提供の期間や使用する通信媒体などの方

法論的な問題を改善し、その長期的な効果を検討する必

要がある。同時に、このような通信プログラムを用いて

多くの人々を対象として行えるようなシステムの開発研

究がさらに求められる (Sallisand Owen， 1999) 0 

要約

本研究は、市の健康づくり協議会が主催する 3ヶ月間

のウォーキング事業における非監視下のウォーキングの

継続を支援する試みとして、 FAX、または E-mailを用

いて異なる情報を提供した。その結果、過去3ヶ月間に

運動習慣のない者において、運動の身体的効果に関する

情報に加え、快適自己ペース(橋本ほか， 1993;橋本，

1998; 2000)と運動継続化の螺旋モデル(橋本， 1998)に

基づく運動のやり方や技法に関する情報を受け取った群

が、運動の身体的効果に関する情報のみを提供した群や

コントロール群よりも有意に高い継続率を示した。しか

し、運動習慣のある者に有意な差はみられなかった。こ

の結果から、運動の継続を支援する場合、運動の身体的

効果に関する知識だけでは不十分であり、運動のやり方

や技法を教えることが重要であり、このような介入は運

動習慣のない者に有効であることが明らかになった。し

かし、このような効果は 5ヵ月後の follow-up調査まで

持続していなかった。健康行動の長期的変容には内発的

動機づけや自律的動機づけが重要であるとされるが、本

研究では介入期間は 3ヶ月間であり、それらを形成・促

進するまでには至らなかったかもしれない。非監視下の

運動継続のための通信を媒介した情報提供は、さまざま

な長所が指摘されているが、本研究では十分な長期的効

果は確認されなかった。今後、これらを含めさまざまな

問題点を改普-し、さらに詳細に検討する必要がある O
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行動観察による幼児の運動能力の推定法

青柳 領

Estimation of Motor Ability in Childhood 
through Observation of Daily Living 

Osamu Aoyagi 

Abstract 

One hundred and seven items common in day-to-day life were surveyed in seven hundred and eighty-

seven households. Each item was graded based on the child's motor performance in connection with it. The 

items were graded on a three-point scale:“can，"“unknown" and “cannot." The data were analyzed using 

Item Response Theory to obtain the difficulty， the discrimination and the ability pm'ameters because they 

were homogenous and one-dimensional scale. 

Results were obtained from the following facts. 

1) The correlations between the difficulties computed with samples randomly divided into two and between 

the ability parameters with items randomly divided into two， were very high. Therefore it is believed that 

they had item and sample invariants. 

2) A significant correlation was found between estimated ability parameters and age. Therefore it is be-

lieved that the ability parameters develop with age. 

3) The method of estimation used for all items was designed for a lower ability level， considering from the 

information function in an effort to discriminate between individual differences. 

Thus a test which had higher reliability and fewe1' items was constructed using the information function. 

The result could be used to test fOUl' and five-yea1'-olds， but fo1' six-year-olds would have an insufficient 

amount of information and would not be suitable. However， an observation method itself would not have 

very high accuracy. Finally a simple method based on each child's age was proposed， which required no com-

plicated computation but had low accuracy. 

Key words: Child Motor Abiity， Item Response Theory， Gl'aded Response Model 

1.緒言

幼児期の述動能力の測定は、再現性がf~~ く (松IJI， 

1961 ;村瀬ほか， 1990;中村ほか， 1979)、そのため、

jJtlj定条件を厳しく設定しでも精度の向い結果は得にくい

のが現実である O 加えて、運動能力の上位持に対するJllti

位付けなどは保育の現場ではそれほど意味がなく(高石

ほか， 1981)、細やかな運動能力の個人差を弁別すると

いうことも実質的に必要とされない(小嶋， 1988;前川，

1988)。また、標準化された測定設備や器具も園や家庭

に普及しているとも考えられない。そのような状況下で

は、より実則的な方法として、幼児の日常の行動観祭

( "1村， 2000;東京教育大学体育心理学研究室， 1974) 

からその運動能力を般定する方法(狩野ほかt 1953a， 

1953b ;野口， 1978) も有効であろうと考えられる。ま

た、行動観祭法は、 ru寺間観念がない、集中力が続かな

い、競争意識がない、言語指示が十分理解できない」な

どの理由から全力を発t!t!できない幼児の運動能力測定の
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代替法であるばかりではなく、精密な医学検査やスクリー

ニング検査以前に、保護者が自分の子供の発達遅滞の可

能性について認識する上でも意義があるといえる。(津

守ほか， 1961， 1965) 

このような観点から、幼児の運動能力を日常の行動観

察から行う研究(伊藤， 1972;津守ほか， 1961， 1965; 

岸本ほか， 1980) もなされてきている。その場合、一定

の動作が可能かどうかを判断し、各項目の難易度は成就

率(通過率)から行われる。しかし、対象となる標本が

能力水準の高い場合は成就率は商く、能力水準が低い対

象に実施された場合は必然的に低くなり、成就率は標本

に依存し、その項目に固有の難易度とはなりえない。つ

まり、成就率は順位尺度でのみ固有の難易度となる。同

様に、個人の能力(特性)値も、成就した項目数などか

ら推定するかぎり、項目の難易度に依存する。例えば、

難易度の低い項目には多くの者が成就可能であるので、

結果として高い値に推定され、難易度の高い項目を用い

ると、逆に、多くの者が成就できないので、能力は低く

なる。結果、個人に固有の値として能力推定値は決まら

ない(芝， 1972; Embretson and Reise， 2000， pp.13 

-39 ; HambletonandSwaminathan， 1985， pp.1-14)o 

よって、本研究では、標本に依存しないで項目の難易度

(困難度)を推定(Item Parameter lnvariance)でき、

同じ尺度上で能力推定値と項目の困難度を比較すること

が可能な項目応答理論を用いることにする o

さて、行動観察法は簡便であるとはいえ、観察項目が

多いと煩雑であることには違いない。項目によっては、

特定の年齢段階(能力水準)では明らかに成就可能であっ

たり、逆に、観察するまでもなく成就不可能ことがわかっ

ている項目もあるo そこで、本研究ではそれらの項目を

省き、特定の年齢段階の能力を弁別する上で重要な項目

のみからなる、年齢別のテストを作成することを目的と

する。これは項目応答理論から求められた困難度が標本

に依存しない特性を利用して作成することが可能である。

また、項目応答理論では能力特性値の推定は非線形最適

化法を用いて行われるので、通常、パソコンの利用が必

須であるが、本研究では実用性を高めるため、得点別能

力推定値を一覧表形式で求め、簡便に利用できるように

する。

2.研究方法

(1 )対象および調査項目

幼稚園の園児787名の保護者を対象に、その保護者の

養育する子供の日常の行動観察から、その運動の可否を

「できるJrどちらともいえないJrできない」という 3

段階で調査したo調査項目は伊藤(1972)、高田ほか

(1977)、東京教育大学体育心理学研究室(1974) を参考

に、「スキップができるかJr投げられたテニスボールを

受け止められるかJr三輪車に乗れるかJのような形式

で、日常生活で頻繁にみられると考えられる、走、跳、

投などの基礎運動技能に関する 107項目(付表参照)を

選択した。

以後、本研究では、「項目」は、観察の対象となる側々

の運動課題を示し、「テスト」は複数の項目からなるテ

ストバッテリーとして用いることにする。

(2) 項目応答理論

項目応答理論とは、潜在的な能力と課題の成就との問

に特定の関数を仮定し、項目の困難度や能力を推定しよ

うとする統計学的モデルである o そして、課題の成就を

決定論的に推定するのではなく、確率論的に推定を行う o

つまり、むずかしい課題とやさしい課題を比較した場合、

「やさしい課題はかならずでき、難しい課題はかならず

できないjのではなく、「やさしい課題はできる場合が

多く、むずかしい課題はできない場合が少ないJと仮定

し、そうなる確率が大きいと考えるわけであるo 能力の

ある者の方が、ない者に比べて、「できる」確率は大き

くなると考えるのが当然であるので、この関数は単調増

加関数を仮定するのが妥当である。単調関数としては当

初、累積正規曲線などが考えられてきたが、ロジステイ

ク曲線がDを1.7にすることによりかなり累積正規曲線

に近似できるので、現在は数学的に扱いやすいロジスティッ

ク曲線を用いるのが主流である(池田， 1974， pp.63-

72)。下の式はそのロジスティク曲線を示したものであるo

P. (0)= [I+exp I-Da. (Oj-bJI ]-1 

(ただし一向く∞)
D=1.7 

また、図 lはこのロジスティック曲線を示したもので

ある O 図中の bはP (成就率)の確率が50%のo(能力

P(8) 
1.0 

0.5 

-3 -2 -1 0 238  

図 1 項目特性曲線



青柳:行動観察による幼児の運動能力の推定法 11 

特性値)を示しており、困難度 (Difficulty) と呼ばれ

る。また、 aはbの地点での曲線の接線を示し、曲線の

傾きの大小を示しているo この傾きが大であればあるほ

ど、この地点を境に、能力のある者ができる確率が大と

なり、能力のない者ができない確率が大となり、できる

者とできない者をより明確に区別できるので識別力

(discrimination) と呼ばれる。本研究では、fI羽難度」

「識別力」は項目応答理論のロジステイクモデルのパラ

メタ名として用い、「難易度Jr弁別力jはテスト理論全

体で用いられる、より広い概念として両者を区別して別

いることにする。

この式から、パラメタに関する確率、つまり次の尤度

Lを以下のように定義し、

L = n， n JP， ( 8 ))U，) Q， ( 8):1 U，)I 

(ただし、 Qi( 0)) = 1 -p， ( 0 J) ) 

この対数(対数尤度)が最大になるように項目パラメタ

の aiや bi、そして能力特性値 {}Jを決める (M:尤法)。

ただし、式中の Uijは、個人 jが項目 iを成就可能な場・

合は l、不可能な場合は 0という値をとる変数である O

そして、このように潜在的な関数を仮定することから、

結果として、標本に依存しないで項目の難易度(困難度)

を推定できる O また、能力特性値 0と困難度 bが同じ

P(9) 
1.0 

0.5 

-3 -2 -1 0 2 

図2 カテゴリー特性曲線

P(9) 
できない

1.0 

0.5 

3 e 

-3 -2 -1 0 2 3 9 

図3 段階応答モデル項目特性曲線

尺度上に表現されることから、能力特性値と項目の困難

度を比較することが可能になるo

ただし、今回は「できるJrできなしづだけではなく、

「どちらともいえないJという中間的な評価を含み、そ

れらはいずれも順序尺度であるo したがって、図 2に示

すように、「どちらともいえない」までに該当した場合

の曲線を境界値1111線 A、「できるJまでに該当した場合

の曲線を境界値Iftl線 Bとして求める o 次に、図 3に示

すように、それらの差を求め、その差の曲線を項目特性

曲線とする段階応答モデル (samejima. 1969. 1997) 

を用いることにする o ただし、「できなLづには全ての

者が該当するので、それの確率 Pは1.0とみなす。

今回は項目パラメタと能力特性値を交互に収束するま

で繰り返す「同時最尤法 (JointNlaximal Likelihood 

Estimation) Jにより求め、非線形最適化はニュートン・

ラフソンj去を用いた。本研究の計算はF-BASIC(富士

通)を用いた筆者自身のプログラムをJ-fJ'"、たc

3.結果及び考察

(1 ) 項目応答理論の適用可能性

本研究では観察された項目に共通した能力、つまり、

基礎運動能力 (0 )という lつの構成概念(池凹. P. 

55)で能力を表現しようとしている o したがって、全て

の項目が l次元尺度の潜在的な能力を測定しているとみ

なせるかを検討する必要があるo そのために、「できるj

「どちらともいえないJrできない」という順序尺度の評

価を考慮して、グッドマン・クラスカルの順序関連指数

(池H1. 1989)から相関行列を求め、それに対して、主

因子解を適用した。図 4はその時の次元別の国有値の変

化を示している O 第 l因子の固有値は28.63と、第 2因

子以降と比較して著しく大であり、また、全ての項目は

0.25以上の有意な負荷量であった。よって、これらの項

目は同質性(芝. 1972)が向く、単一の構成概念、つま

り、幼児の基礎運動能力(中村ほか， 1979)を測定して

いると考えられるo

0.45 固有値

0.36 

0.27 

0.18 

0.09 

0.00 

次元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

図4 次元による固有値の変化
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次に、項目パラメタが標本に依存しないか、そして、

能力特性値が特定の項目に依存した値ではないのかを確

認することにする。まず、標本をランダムに 2分割して、

各々について求められた困難度パラメタ 11IJの相関係数を

求めた。結果は0.901と高い関連を示した。つまり、ど

ちらの標本から求められたパラメタであっても、大差が

なく、標本に依存しない値であると考えることができる。

また、能力特性値0に関しても、項目をランダムに 2分

割して、各々について求められた 0聞の相関係数を求め

た。結果はO.717であった。つまり、どちらの項目から

求められた Oであっても、大差がなく、特定の項目に依

存しない能力特性値であると考えることができる

(Embretson and Reise， 2000， pp.13-39; Hambleto 

nand Swaminathan， 1985， pp.1-14)。

また、項目別の適合度は、項目特性曲線と「実際のデー

タから求められた比率jとの一致から検討することがで

きる (Hambletonand Swaminathan， 1985， pp.151-

169)0図5は能力特性値の全区間を10等分して、各区/11)

での項目特性曲線からの成就率(予測値)と、実際にこ

の区間に含まれる者の成就率(実測値)との関係を示し

たものであるo この予測値と実測値の差が有意でなけれ

ば、この項目パラメタは適合していると判断することが

できる o 項目別の結果は付表に示した。

x検定の結果、 107項目中12項目で有意な差がみられ

たが、他の94項目では有意差がなく適合していると考え

ることができた。この検定に関しては標本数が多い場合、

過剰に棄却される傾向がある (Hambletonand Swam 

inathan， 1985， pp.151-169) と言われており、ほと

んどの項目が適合していることから、能力特性値の推定

には全項目を用いて行うことにする。

(2) 能力特性値

項目パラメタと能力特性値を同時最尤法により求めた。

求められた能力特性値の頻JJr分布は図6に示した。特に、

能力特性値に正規分布を仮定したわけではないが、概ね

P(8) P(8) 

1.0 ・可 「・1 n r1.0 

実測値 E二コ

0.8 i也II 予測位・-・ 凶ト0.8

0.6 i I I ... 唱 ~III・ 0.6

0.4 i I I I I幽 l .， I I I ，ト0.4

::l制脱却臨d醐l;
叫，.，.，.....叫M ・./'I."-.，~"""，.，，IÇ，'"叫.. _n帥_'1M."刊 '254'088 -082・2開

できる 8 

図5 適合度

正規分布に近い分布型を示した。この推定された 0は年

齢との相関が0.463となり、有意な関連を示した。つま

り、成熟とともに発達するであろう幼児の運動能力を能

力特性値0が測定しているといえる O

(3) 項目パラメタ

求められた識別力と困難度パラメタは付表に示した。

識別力は、「階段をかけのぼれるjが1.02、「プランコに

立って積極的にこげるJが0.99、rlO秒ぐらい片足で、立っ

ていられるjが0.98、「まっすぐ走れる」が0.88、「走り

ながら上手に方向を変えられるjが0.87と識別力が高く、

反対に、「テニスができるjが0.30、「バドミントンやテ

ニスボールをあtけて上につくことカfできる」カ~O. 31、

「逆上がりができる」が0.31、「まりつきが無限に近くで

きるjが0.32、「足かけ懸垂ができる」が0.33、r1 時間

ぐらいは休まずに歩けるJが0.34、「簡単なサッカーが

できる」が0.34と低い識別力であった。また、図 7は求

められた識別力の分布を示したものである。分布型は一

般にど分布すると言われている(渡辺ほか、 1999，P. 

22)が、今回の結巣も概ねこの分布型に近く、 0.5付近

が最も頻度が高い分布をしていた。また、今回の識別力

は、運動成就を 2値反応データとしてとらえた結果

(Safrit et al.， 1989;国土ほか、 2002) と比較すると

低く、一般に高くとも2.0前後、低くても0.3程度と言わ

84人

67 

50 

34 

17 

。
-3 -2 -1 o 2 3 e 

図6 能力特性値 8の分布

32頼度

25 

19 

13 

6 

。
.J . 

0.1 0.6 1.1 1.6 a 

図7 識別力 aの分布
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れている(芝. 1991. P. 34) ことから判断しても識別

力は向くはないと考えるべきであろう O

そして、各項目の中間的困難度であると考えられる

「どちらともいえなLづに対応する困難度をその項目の

困難度として考えると、「テニスができるJが、 2.77、

[まりつきが無限に近くできるjが3.47、「バドミントン

やテニスポールを続けて上につくことができるJが3.62、

「逆上がりができるjが2.34、「一人で水に浮いて 2mぐ

らい進めるJが1.28 と困難度が向く、「補助qr:っきの I~I

転車にのれる」が一3.7、「色紙をきちんと三角形に折れ

るJが-3.24、「まっすぐ走れるJが-2.96、 11時111)

ぐらいは休まずに歩けるjが-2.67、Ilfllに合わせて歩・

くことができるJが-2.48と困難度は低かった。

運動課題の成就率に関しては、津守ほか (1961.1965)、

東京教育大学心理学研究室(1974)、伊藤(1972)、向川

ほか (1977)などの報告がある O 津守ほか、東京教育大

学心理学研究室、伊藤は、運動課題の成就ギが50%を超

える年齢を明らかにし、高.回ほかはその成就ノfターンか

ら運動課題の難易度を 3段階に分類している O それらの

年齢段階と本研究で求められた困難度の一般系列相関係

数 (Morehouseand Stull， 1975. general serial cor-

relation coefficient) を表 lは示している。いずれの報

告とも尚い相関を示し、本研究の資料が典型的な標本か

らの結果であることを示していると考えることができる G

また、図 8は困難度パラメタの分布図である。必ずし

もなめらかな1111線ではないが、概ねー1.0付近に頂点を

持つ、単峰性の分布型をしている O 困難度は標準得点

(z得点)と同様に解釈できるので、今回対象となった

標本の中でも比較的能力水準の低い者を測定するのに適

した項目が多いことになる。そして、同 9は、この識別

力と困難度の散布[zlである O この識別力と附難度の相関

係数を求めると一0.606であった。図からもわかるよう

に、|本|難度が低い純聞では1.0付近の識別力もみられる

が、困難度が大になるにしたがし、識別}Jは低ドし、ほと

んどのものが0.4付近になる O つまり、やさしい項目で

は識別力が高い項目を作成することができるが、難しい

項目では高い識別}Jは期待できないことになる O 同時に、

適合皮で有意差を示す項目もこの能力レベルに集中して

表 1 先行研究との困難度の一致度

ilt'.j:ほか (965)

東京教育大学心開学研究室 (1974)

高111ほか (19i7)

一般系列相関係数

男児

女児

0.515 

0.516 

0.576 

0.846 

いる(付表参照)。

(4) 年齢別テスト作成の必要性

図10は全項目からなるテストの怖報関数を示したもの

である O 情報関数とは推定の精度の高さを示したもので、

この値が大で、あればあるほど、その尺度上の点で、能力推

定の制度が高いことを示している O 今回のテストでは、

最大他が概ね-1.51.j'近の負の他であり、能}jの低い者、

例えば、年少組の幼児の弁別に対して効果的であること

になるo 逆に、年長組の子には、全体的にやさし過ぎて、

成就可能な項目が多く、テストとしては効果的ではなく、

項目を精選する必要がある。

また、項目数が多く、全ての項目に回答するのは対象

21頼度

17 

13 

8 

4 

o 

-3 -2 -1 0 2 3 b 

図8 困難度bの分布

"Ul~ ヵ
1.2 

10 -t e I 

0.8 

0.6 

0.4 

• 
.e • -F  gす下.-・

-4.4 -2.8 

図9

情報量
8.982 

4.491 

' ' . 
-1.2 0.5 2.1 3.7 

困It皮

困難度と識別力との関係

最大テスト情報量

-3 -2 -1 0 2 38  

図10 全項目を使った情報関数
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となった保護者にとっても負担は大きく、テストとして

の実用性にも問題があるo 項目の中には、当該年齢の幼

児には明らかに難しすぎて「できないj、あるいは容易

すぎて「できるJことが自明の項目が存在する。そのよ

うな項目をテストに含めると、回答の段階で、自明の項

目に回答を要求されることによる「飽きJr不満Jが生

ずる可能性がある(芝， 1991， P. 79) 0 

(5) 年齢別テストのための項目の選択

よって、一定の精度(信頼性)を得ることができ、か

つできるだけ少ない項目で、対象となる年齢段階の幼児

の能力特性値を測定する項目を選択することにする o 一

般に幼児の運動パフォーマンスは再現性が低く、高い信

頼性を得ることが難しいと言われている O その点を考慮

して、内部一貫性に基づく信頼性係数(池田， 1973)を

O. 7に設定する(徳永， 2002)と、情報故は2.34に相当

する(豊田， 2002)。また、求められた能力特性値の4歳

児の平均値はー0.957、5歳児は-0.324、6歳児の平均

値は0.405であった。したがって、 4歳児!日は-1.273----

0.641、5歳児用はー0.641---+0.040、4歳児用は+0.04

0--+0. 806までの範囲の情報量が2.34以上になるように

項目を選択することにするo 具体的には、 4歳児用と 5

歳児用では識別力が0.4以上の項目で、かつ、先ほどの

項目の適合皮に有意差がない項目の中から、困難度がそ

れぞれの能力特性値の平均値に近い項目から順次選択す

るo これを情報関数が目標となる情報量を超えるまで繰

り返した(池田， 1994， pp. 87 -120) 0 

図11は4歳児用、そして図12は5歳児!日のテストのた

めに求められた情報関数であるo 4歳児用は表2に示す

25項目、 5歳児用は表3の38項目が必要であった。 4歳

児用は情報量が0=一0.990で最大となり、 2.413となっ

たo 5歳児用は情報量がo= -0.120で最大となり、

2.458となった。

そして、図13は6歳児用のテストの情報関数である。

ここでは、とりあえず目標情報関数を超えるには46項目

{短大情tIlfi)

2.413 

1.207 

-3 

図11

-2 

-o.990(&~情錨盆を示す 9)

口目標情報開数

o 2 3 

4歳児用テストの情報関数

第19巻 第l号 平成16年10月

<&大情純量}

2.429 

1.214 

-3 -2 

-0.390<&大傷銀畳を示す9)

日目視情報関数

o 2 3 

図12 5歳児用テストの情報関数

{短大傭tIl畳}

2.458 

1.229 

-3 時 2 -1 

-0.120<録大備事IUilを示すe
.---

日目標情報関数

o 2 3 

図13 6歳児用テストの情報関数

表 2 4歳児用テスト項目

Jl'[ r=!番号 項 日

大きなビニールポールを手のひらで受けとめること

ができる

2 比較的大きな石を投げることができる

3 連続して片足とびこしが5回以上できる

4 
上に投げた中型ボール(周聞35cm~45c m) を受

けとめられる

5 ギャロップができる

6 低い物なら腕立て跳び来りができる

7 ふろしきで片結びができる

8 
脚をのばし、手は足首をつかんだ四つんばいの姿勢 l

で歩ける

9 スキップを比較的長くできる

10 ころがってくるポールを棒で打ち返すことができる

11 
ボールを床の上に転がし、走って追い越してから待つ

てとれる

12 ジャングルジムの附をすばやくくぐりぬけられる

13 二人で両手を握って同時に横に転がれる

14 
四つんぱいの姿勢で背'11にまくらをのせて落とさず

に歩ける

15 跳んで前後に向きを変えられる

16 跳んで90。右に向ける

17 小型のj山木にのぼれる

18 駅などの階段をかけおりることができる

19 幅lOcmの平行線にふれずに聞を 1m以上歩ける

20 片手で中型ポールを i二から投げられる

21 たいこ備を歩いて渡れる

22 片手で 111~Jポールを下から投げられる

23 
風船を上に向けて 3回以上落とさずにつくことがで l

きる

24 ボールを転がして物にあてることができる

25 連続して両足とびこしが5回以上できる
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表 3 5歳児用テスト項目

項目番号 項 目

1--手!Iflりとド下!11iりの区別がつく

2 前iさ50cm ~60 c mぐらいの跳び箱なら腕立て跳び

起しができる

3 投げてもらったテニスポールをつかむことができる

4 走りながら上手にストップができる

5 ターザンのようにロープを振って向こう側へ渡れる

6 {止鉄棒にとぴあがり、腕立て懸垂の姿勢がとれる

7 ころがしたフープの中をくぐり抜けることができる

8 
両手でボールをかいこむようにまわしながら足下か l

ら!闘に体の上を転がせる

9 石蹴り遊びができる

10 空の段ボールを 3つ重ねてかかえて述べる

11 
小型ポール(テニスポールなど)を 3m離れたI:Jf:~{ 
にあてることができる

12 まりつきが5[ti)以上できる

13 簡単なキャッチポールができる

14 
プランコの1i:布のチェーンをも干って後ろから前に蹄i
ぴ位せる

15 うんでいをわたれる

16 到の l二に本をのせて落とさずに運べる

17 立ち棒にのぼれる

18 
仰向けの腰をあげた四つんぱいの安勢で捗くことが

できる

19 こまをまわせる

20 j止を投げ出し断り、ポールを起の|日!りでころがせる

21 
下腿をねらって投げられた大型ポールを足で蹴り返

すことができる

22 
おとながゆっくり投げたボールをパットでうつこと

ができる

23 日にお手玉をのせ落とさずに運べる

24 往復してゆれる縄を跳ぶことができる

25 
お手玉を.1::に投げて落ちてくるのをつかむことがで!

26 ジャングルジムでおにごっこができる

27 ゆれているプランコから跳び降りられる

28 
80c mぐらいの高さのなわを体を反ってくぐり肱け

られる

29 鉄棒で前回りができる

30 
大きなビニールポールを手のひらで受けとめること|

ができる

31 比較的大きな石を投げることができる

32 述続して片足とびこしが5[u)以上できる

33 
!こに投げた'11J\l~ポール(間関35c m、45c m) を受

けとめられる

34 ギャロップができる

35 flh、物なら腕立て跳び乗りができる

36 ふろしきで片結びができる

37 
脚をのばし、手は足首をつかんだ[1日つんぱいの姿勢

で歩ける

38 スキップを比較的長くできる

が必要であった。さらに、ここでは識別力が低く、適合

度に関しても有意差がみられた項目も含んでいる D しか

し、結果は、その情報量の最大値を示す -0.120は、 I~I

標情報量の範囲にとどめることはできず、それよりも低

い能力水準であった。この情報iitの最大値を目標の範聞

内に上げるには、さらに困難度の向い項目が必要であっ

たが、本研究で取り上げた項目ではこれ以上の困難皮の

i¥，:j"、項目はない。また、先に述べたように、困難度の向

い項目は一般に識別力が低く、より少ない項目数で精度-

のおい効率的なテストを作成することが期待できない。

これは、「本研究で川し、た項目がやさしいすぎるので、

単に難易度の高い項目を追加すれば、この問題が解決す

る」というよりは、「保護者等による行動観察から幼児

の述動能力を推定するjことの限界と考えるべきであろ

うO つまり、行動観察法には、「保護者の解釈の誤り j

「親の期待による過大評価Jr観察の機会の不均一jなど、

通常の運動能力測定(パフォーマンステスト)にない問

題点が加齢とともに露呈してくると考えられる。加えて、

特定の述動経験がその成就を左右するのであれば、力11齢

とともにその運動経験の有無の個人差が l次元的な「基

礎jlli動能力」の個人差に反映されてしまい、結果として

テストの制度が不十分になることが考えられるo

したがって、本研究では、十分に目標情報関数を補え

る4歳児と 5歳児のみを対象に、年齢別のテストを作成

することにする。

(6) 得点別能力特性値の推定

さて、これらの項目から個人の能力特性似 0を求める

ためには、成就の可否に応じた各パターンごとに非線形

M:適化法を川いて求めるが、これはコンビュータを利用

してしか実際には求められず、実用的ではなし、。また、

可否のパターンの組み合わせは~!t~限に近く存在する(例

えば、 4歳児!日でも 22
;;=33554432パターン)ので、そ

れぞれのパターンに対する 0をあらかじめ計算しておく

こともできなし」そこで、多少精度は落ちるが、得点別

の能力特定値 0を求めておくことにする o こうすること

により、コンピュータを使わなくても能力特性値 0を求

めることができ、組み合わせもかなり減るので実用性を

i印めることができる (Lord，1980)。

表4は4成児用、表 5は5歳児JiJに求められた能力特

性伯 0 と f~}):~の対応衣である o 得点は、「できたj は 3

点、「どちらともいえなLづは 2点、「できなしづは l点

として、全項目を合計した点数と能力特性伯 0との対応

を示している O

4.まとめ

幼稚闘の!事|児787名の保護者を対象に、 [1常頻繁にみ

られる107項目の運動の可否を「できるJrどちらともい

えなしづ「できなしづという 3段階で調査した。このデー

タはお互いに同質↑生が向く、 l次元の構造を持っていた

ので、さらに項目応答理論を適IIJして、項目ごとに識別

力パラメタと困難度パラメタを求め、同時に能力特性値

も求めた。これらの分析結呆から以下のような知見を
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表 4 4歳児用テストによる 8の簡易推定表

得点 能力特性値 得点 能力特性値

30 -3.1 51 -0.7 

31 -3.0 52 -0.6 

32 -2.9 53 -0.6 

33 -2.6 54 -0.5 

34 -2.4 55 -0.4 

35 -2.3 56 -0.3 

36 -2.1 57 -0.2 

37 -2.1 58 -0.1 

38 -2.0 59 -0.0 

39 -1.9 60 0.1 

40 -1.8 61 0.2 

41 -1.6 62 0.3 
42 -1.5 63 0.4 

43 -1.4 64 0.5 
44 -1.3 65 0.7 

45 -1.3 66 0.8 
46 -1.2 67 0.9 
47 -1.1 68 1.1 

48 -1.0 69 1.3 
49 -0.9 70 1.5 
50 一0.8 1.8 

i主)得点は fできた(=3点)Jrどちらともいえない

(= 2点)Jrできない(=1 点)Jの合計点

表5 5歳児用テストによる 8の簡易推定表

得点能力特性値 得点能力特性値 得点能力特 性値

44 -2.7 66 -0.8 87 0.4 
45 -2.6 67 -0.7 88 0.5 
46 -2.4 68 -0.6 89 0.5 
47 -2.3 69 -0.6 90 0.6 
48 -2.2 70 -0.5 91 0.7 
49 -2.0 71 -0.5 92 0.7 
50 -1.9 72 -0.4 93 0.8 
51 -1.8 73 一0.4 94 0.9 
52 -1.7 74 -0.3 95 1.0 
53 -1.6 75 -0.2 96 1.1 

54 -1.6 76 一0.2 97 1.2 
55 -1.5 77 -0.1 98 1.2 
56 -1.4 78 -0.1 99 1.3 
57 -1.3 79 -0.0 100 1.4 
58 -1.3 80 0.0 101 1.5 
59 -1.2 81 0.1 102 1.6 
60 -1.1 82 0.1 103 
61 -1.1 83 0.2 104 1.8 
62 -1.0 84 0.3 105 2.0 
63 一0.9 85 0.3 106 2.0 
64 -0.9 86 0.4 107 2.1 
65 -0.8 

j主)得点は「できた (=3点)J rどちらともいえない (=2点)Jrで
きない (=1点)Jの合計点

得た。

1 )無作為に 2分割された標本から別々に求められた困

難度パラメタの相関は高く、標本に依存しない項目パ

ラメタであった。また、無作為に 2分割された項目群

から別々に求められた 0の相関も高く、項目に依存し

ない能力特性値であった。

2 )求められた 0と年齢とは有意な相関がみられ、求め

られた Oは成熟と共に単調的に増加する能力を測定し

ていると考えることができた。

3 )今回の調査項目からなる評価法は、情報関数からみ

るかぎり、やや能力の低いレベルで最大となり、年長よ

りも年少で個人差を識別するのに適したものであった。

したがって、それぞれの年齢段階の幼児の能力を一定

の信頼性のもとでillIJ定でき、かつできるだけ少ない項目

数で測定可能な項目の選択を目標情報関数を用いて行っ

たo 結果、 4歳と 5歳児用は実用的なテストの選択が可

能で、あったが、 6歳児用は目標情報量を適切に獲得する

ことはできず、適合度も望ましい状態ではなかった。これ

は、行動観察法により年長組の運動能力の推定を行うこ

との限界であろうと考えられた。

最後に、推定の精度は下がるものの、煩雑な計算を必

要としない、年齢ごとの得点別能力推定値の一覧表を作

成した。
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付表項目パラメタと適合性

項目 lヨitl) 識別力
闘員m 度

x 有窓遊
番号

項 できない どちらでもない できる

テースができる 0.303 1.717 3.102 4.487 29.89 

2 まりつきが無限に近くできる 0.316 1.362 3.098 4.833 33.68 

3 バドミントンやテニスポールを続けて上につくことができる 0.311 0.829 2.639 4.450 29.17 

逆上がりができる 0.312 0.848 2.021 3.193 48.45 ** 
5 ひとりで水に浮いて 2mぐらいすすめる 0.369 0.979 1.621 2.262 38.55 ** 
6 ふろしきで花結びができる 0.300 0.555 1.406 2.256 40.51 ** 
7 バドミントンができる 0.388 0.204 1.217 2.230 28.48 

8 はねつきができる 0.378 -0.033 1.103 2.238 23.57 

9 上手主Iiりと下手捕りの区別がつく 0.406 -0.752 0.978 2.708 24.55 

10 水に浮くことができる 0.300 0.373 0.941 1.510 33.94 

11 足かけ懸垂ができる 0.324 -0.345 0.901 2.147 38.99 ** 
12 座ったまま後ろから前に背111の上のポールをころがせる 0.368 -0.653 0.896 2.445 35.93 ** 
13 

足先にポールをのせ、足の上を転がしながらあおむけに寝てYfUニlこポー
0.378 -0.702 0.864 2.429 39.33 ** ルをおくことができる

14 靴ひもが結べる 0.300 -0.346 0.836 2.019 22.67 

15 高さ50cm-60c mぐらいの挑ぴ箱なら腕立て跳ぴ越しができる 0.407 -0.688 0.671 2.031 54.03 ** 
16 簡単なサッカーができる 0.344 -0.424 0.562 1.548 44.72 ** 
17 ひらがなを全部手本なしでかける 0.300 -0.156 0.556 1.268 14.64 

18 投げてもらったテニスポールをつかむことができる 0.427 -0.529 0.412 1.354 43.34 ** 
19 走りながら上手にストップができる 0.435 -1.010 0.280 1.570 27.48 

20 ターザンのようにロープを振って向こう側へ渡れる 0.447 -0.940 0.273 1.486 47.43 ** 
21 低鉄棒にとぴあがり、腕立て懸垂の姿勢がとれる 0.414 -0.646 0.166 0.978 25.70 

22 ころがしたフープの中をくぐり抜けることができる 0.461 -1.518 0.150 1.818 18.68 

23 
両手でポールをかいこむようにまわしながら足下から順に体の上を転

0.406 -1.456 0.149 1.753 32.74 
がせる

24 石蹴り遊びができる 0.446 -1.330 0.042 1.414 22.61 

25 空の段ボールを 3つ重ねてかかえて運べる 0.426 -1.598 0.029 1.656 15.65 
26 小型ポール(テニスポールなど)を 3m離れた目標にあてることができる 0.376 -1.108 -0.021 1.067 18.83 
27 まりつきが5回以上できる 0.482 -0.679 -0.055 0.568 20.59 
28 簡単なキャッチポールができる 0.442 -0.772 -0.063 0.647 26.24 
29 プランコの左右のチェーンを持って後ろから前に跳ぴ越せる 0.497 -1.057 -0.080 0.896 19.26 
30 うんでいをわたれる 0.368 -2.051 -0.101 1.848 29.09 
31 頭の上に本をのせて落とさずに述べる 0.425 -1.237 -0.106 1.025 22.09 
32 立ち棒にのぼれる 0.478 -1.344 ー0.131 1.082 29.49 
33 仰向けのj擦をあげた四つんばいの姿勢で多くことができる 0.413 -1.186 -0.159 0.867 27.53 
34 こまをまわせる 0.363 -1.062 -0.187 0.688 20.67 
35 足を投げ出し座り、ポールを足の回りでころがせる 0.403 -1.735 -0.215 1.304 13.14 
36 下腿をねらって投げられた大型ポールを足で蹴り返すことができる 0.485 -1.101 -0.230 0.640 15.22 
37 おとながゆっくり投げたポールをパットでうつことができる 0.351 -1.033 -0.256 0.521 17.30 
38 !日にお手玉をのせ落とさずに迎ベる 0.438 -1.938 -0.341 1.255 15.18 
39 往復してゆれる純を跳ぶことができる 0.529 -1.189 -0.347 0.495 33.13 
40 お手玉を上に投げて落ちてくるのをつかむことができる 0.570 -1.229 -0.444 0.342 33.92 
41 ジャングルジムでおにごっこができる 0.531 -1.409 ー0.481 Oル16 20.95 
42 ゆれているプランコから挑び降りられる 0.499 ー1.171 -0.506 0.159 32.16 
43 80c mぐらいの高さのなわを体を反ってくぐり抜けられる 0.449 -2.052 -0.605 0.842 19.28 
44 鉄棒でjjiI回りができる 0.443 -1.181 -0.654 -0.126 18.24 
45 大きなビニールポールを手のひらで受けとめることができる 0.518 -1.412 -0.676 0.059 10.12 
46 比較的大きな石を投げることができる 0.519 -1.720 -0.694 0.333 12.25 
47 連続して片足とびこしが5回以上できる 0.548 -1.614 -0.720 0.174 27.06 
48 上に投げた中型ポール(周問35cm-45cm)を受けとめられる 0.579 -1.566 -0.735 0.096 33.27 

49 ギャロップができる 0.432 -2.205 ー0.752 0.702 20.15 
50 低い物なら腕立て跳ぴ乗りができる 0.604 -1.766 -0.787 0.191 18.72 

51 猫などをかかえていられる 0.390 -1.604 -0.794 0.017 20.69 

52 ふろしきで片結びができる 0.459 -1.257 -0.810 Iー0.362 23.28 

53 脚をのばし、手は足首をつかんだ四つんばいの姿勢で歩ける 0.617 -1.683 -0.841 0.001 11.45 

54 スキップを比較的長くできる 0.599 -1.577 -0.881 -0.185 12.76 

55 挙股歩ができる 0.38，1 -3.164 -0.899 1.366 30.08 

56 ころがってくるポールを倖で打ち返すことができる 0.519 -1.778 -0.902 ー0.027 24.68 
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「五日
項 f:I .111 

番号

57 ポールを床の上に転がし、走って追い越してから待ってとれる

58 ジャングルジムの聞をすばやくくぐりぬけられる

59 一人で両手を握って同時に横に転がれる

60 四つんばいの姿勢で背中lこまくらをのせて落とさずに歩ける

61 跳んで前後に向きを変えられる

62 跳んで90。右に向ける

63 小型の肋木にのぼれる

64 駅などの階段をかけおりることができる

65 幅lOcmの平行繰にふれずに聞を 1m以上歩ける

66 片手で"1刻ポールを上から投げられる

67 たいこ備を歩いて渡れる

68 片手で111!~lポールを下から投げられる

69 風船を上lこ向けて 3回以上落とさずにつくことができる

70 ポールをil伝がして物にあてることができる

71 連続して問足とびこしが5回以上できる

72 転がってきたポールを蹴り返すことができる

73 高いところにぶらさがっているものをとぴあがってたたくことができる

74 50c mの尚さの平均台(聞定円木)を止をくことができる

75 プランコに立って椛極的にこげる

76 階段をかけのぼれる

77 駅などの階段を休まずにかけのぼれる

78 玉を落としてはずんだポールを受けとめることができる

79 ジャングルジムの最も向い場所まで笠れる

80 四つんばいの姿勢からすばやく動ける

81 30c mくらいなら跳びおりることができる

82 プランコに殴って積極的にこげる

83 簡単なリレー競争ができる

84 スキップができる

85 水の入ったバケツを迎べる

86 大きなビニールポールを胸で受けるとめることができる

87 走りながら上手に方向をかえられる

88 急歩ができる

89 10秒ぐらい片足で立っていられる

90 鉄棒ゃうんでいにひとりでぶら下がれる

91 片足挑びができる

92 ゆっくりころがってきたポールを起でとめることができる

93 テープルなどに手をついて足を後ろにはねて跳べる

94 両手をふって行進のような美しい歩き方ができる

95 綱引きが好きである

96 せっせっせなどの手あそびができる

97 初歩の大j世歩きができる

98 前にIBした左右の手のひらを交互に閉じたり、 mJ¥，、たりできる

99 1mくらいから跳びおりられる

100 走っている II;~転ぶことが少ない

101 20c mくらいなら挑び越せる

102 片手に茶腕を持ち、はしを上手につかえる

103 曲に合わせて歩くことができる

104 1時1111くらいは休まずに歩ける

105 まっすぐに走れる

106 色紙をきちんとコ角形に折れる

107 (補助 ll(つきの)自 ~iJI(にひとりでのれる

住 1)項目 J~Ciは闘難度による

it2) **:Pく0.01

識別力
困難度

できない とeちらでもない

0.632 -1.726 ー0.905

0.466 -2.212 -0.928 

0.524 -2.269 -1.016 
0.564 -2.062 -1.021 

0.654 -1.806 -1.032 

0.548 -2.074 -1.033 
0.487 ー2.264 -1.043 

0.714 -1.575 -1.046 

0.589 -2.498 -1.114 

0.654 -1.866 -1.161 
0.509 -2.709 -1.185 

0.696 -1.823 -1.190 

0.773 -1.671 -1.192 

0.494 -2.155 ー1.256

0.557 -2.092 -1.258 

0.668 -1.961 -1.380 

0.670 -2.104 -1.397 

0.729 -2.187 -1.402 

0.986 -1.672 -1.415 

1.021 -1.696 -1.416 

0.725 -1.945 -1.438 

0.705 -2.041 -1.441 

0.628 -1.996 -1.460 

0.582 一2.336 -1.516 

0.760 -2.163 -1.534 

0.791 ー1.974 -1.646 

0.822 -2.405 -1.765 

0.1116 -2.274 -1.766 

0.503 -2.491 -1.768 

0.760 -2.247 -1.785 

0.877 -2.393 ー1.792

0.741 -2.621 -1.848 

0.982 -2.213 -1.851 

0.539 -2.601 -1.874 

0.766 -2.452 -1.895 

0.511 -2.714 -1.912 

0.626 -2.763 -1.921 

0.632 -2.726 -1.979 

0.355 -3.364 -2.025 

0.508 -2.900 -2.090 

0.698 -3.263 -2.105 

0.522 -3.105 -2.129 

0.568 -2.752 -2.252 

0.423 -2.930 ー2.264。 -3.127 -2.374 

0.379 -3.211 -2.473 

0.699 -3.257 -2.481 

0.335 -3.832 -2.670 

0.883 -3.432 -2.975 

0.416 -4.076 -3.241 

0.680 -4.155 -3.707 

19 

できる X 有意差

ー0.084 12.54 

0.355 21.09 

0.236 14.95 

0.019 30.74 
-0.257 16.30 

0.009 7.80 

0.177 10.61 
-0.516 12.01 

0.270 16.82 
-0.456 7.14 

0.339 7.69 

ー0.557 13.78 
-0.713 8.76 

-0.356 21.37 

-0.424 24.64 
-0.798 11.89 

-0.690 19.88 

-0.617 16.95 

-1.157 6.94 

-1.136 14.17 

-0.932 8.30 

-0.841 8.52 

-0.924 8.78 
-0.695 21.32 

-0.905 20.49 

-1.318 14.55 

-1.124 17.98 

-1.258 12.21 

-1.045 4.32 

-1.324 31.35 

ー1.192 8.46 

-1.076 36.83 ** 
-1.489 34.16 

-1.148 15.43 

-1.338 13.88 

-1.109 17.15 

-1.079 19.86 

-1.233 43.92 ード * 
-0.686 25.12 

-1.281 23.56 

-0.947 26.19 

ー1.153 17.88 

-1.752 8.39 

-1.598 7.85 

ー1.621 21.14 

-1.735 16.94 

-1.704 12.71 

-1.507 20.14 

-2.519 10.95 

-2.405 18.52 

-3.259 3.12 
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『大日本私立衛生会雑誌』に見る学校衛生活動の動向・

明治期を中心として

金田英子 (長崎大学)

Trends of the Activities for School Hygienic during the Meiji era: 
明Tithreference to the articles of Journal concerning school 

hygiene titled ‘Dai-Nihon Shiritsu Eisei-kai Zasshi' 

Eiko Kaneda 

Abstract 

Oai-Nihon Shiritsu Eisei-kai (the Japan Association of Hygienics in Private Institutions) published its 

journal almost monthly in between 1883 and 1922. The purpose of the association was to develop hygienic ac-

tivities in Japan and to improve the nation's health including school hygiene. 

Activities of the school hygiene started in 1872， when the new school system was proclaimed. This jour・

nal revealed the trends of 40 years towards improvement of school hygiene in the eras fl'om Meiji through 

Taisho. During this period， a system of the system of school hygiene among schools was being established. 

The purpose of this paper is to analyze the evolutionary process of school health services in the Meiji era 

with refen・ingto the articles from the‘Dai-Nihon Shiritsu Eisei-kai Zasshi¥ 

As a conclusion， major factors in the evolution were: setting up of a school doctor in each school; pro-

posals and creation of a new school hygiene system by‘Gakkou eisei komon-kai (association of school hy-

giene advisers)' which was Ql'ganized by staffs and medical doctors; as well as their illuminative activities 

and distribution of information concerning school hygienic issues throug'h the journal of the association. 

はじめに

19J i台期の日本は富国強兵策を推進するため、 ~~i壮・強

健な身体を有する国民を育成することを同のif(要課題と

していた.そのために「個人jの健康を超えて「国民j

の健康が尊抗され， I身体の国民化」が関られた o

19J i台5年9月の学制発布により、全国民を対-象として

総合的統-的な学校体系が示された。全国を大学区に I~

分し、さらにql学区、小学区に分け、これに法づいて学

校が設置されることとなり、小学校は国民すべてが就学

すべきものとされた(11本近代教育史学典編集委員会制、

1971)。さらに、同年12Hに徴兵の認書および太政官が

告諭された。相次ぐ2つのこの出米事は、 l五Il¥:をより、

L~I家権力の配ドに従えていったD 木ドはこの点 lこついて、

以下のように言及している(木ド、 1982)0

Nagasαki Ulli uersity， 1・12・48αhαl1loto，lVagαsαhi 852・8523

「この両者によって、I;~I民皆兵の原則が示され、近代

国家の軍隊構成民はすべて義務教育を修了した庁年男子

の1¥.から選抜されるという制度が出現する口したがって、

学校教育は、軍隊における教育訓練の前提として大きな

意味を持つことになり、軍隊教育と学校教育との問には

有機的関係が生ずる、その調繋上の機能を持ったのが、

11(を代表する隙軍省と教育を代表する文部省である。」

すなわち「学校jという場は、国家日標を達成するた

めのifr要な場所でもあった。そのため、そこに集中する

児市生徒の健康行理にもii:怠が払われ、学校環境衛生の

整備、伝染病 J~防、児童・ '1:，徒の能成管理といった学校

街'1:の確立が!叫られることになる O

そこで、そのような学校衛生の明治則における形成過

程を分析するために、本稿では f大IJ本私立衛生会雑誌j

( 1}j-[明治16年J-460号[大正11年]、以下『会誌Jと略
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す)をとりあげるo この雑誌は、明治則においてわが国

の学校衛生を含めた公衆衛生の形成・発展に大きな役割

を果たした大日本私立衛生会の機関誌であり、明治16年

5月から大正11年までほぼ毎月出版されている。したがっ

て、同誌は明治期から大正期にいたる約40年間の学校衛

生の動向を網野二していることになるからである。

本稿は、『大日本私立衛生会雑誌jの中に見られる学

校衛生に関する記事から、明治期における学校衛生制度

について、その学校保健史上の位置づけとその特質を考

察するものである。

大日本私立衛生会と大日本私立衛生会雑誌

1 .大日本私立衛生会

大日本私立衛生会は、明治16年2月18日に発足した。

設立の趣旨は、日本における公衆衛生事業の発展向上を

はかり、国民の健康を増進するためであるo その背iitに

は、当時、大流行するコレラに対する防禦策や環境衛生

施策が皆無であったこと、さらには欧米人に比較した場

合の国民の明らかに劣弱な体格などへの危機意識があっ

た(日本公衆衛生協会編、 1967)0

本会の会員には誰でもなれたが、当代一流の医学者を

中心に、内務省衛生局、陸海軍衛生関係者、医科大学、

地方の衛生局関係者、一般医師までも結集して組織され、

役員の大部分は内務省衛生局の幹部が就任している。本

会は、その組織内容からみても、当時の学校衛生を含め

た公衆衛生に関する施策や知識・技術の普及をリードす

る存在であった。実際に、本会は、明治則には、牛痘種

継所(明治21--29年)、伝染病研究所(IYj治25年!日!所、

19]治32年同へ移管)、衛生事務講習所(明治28年開設、

明治41年まで13回開講)の経営や会誌の発行など、学

校衛生を含めた公衆衛生の確立、普及に積極的に取り組

んだ。

さらに、本会役員には会員の中からl属託された審事委

員が存在し、各々その専門の事項について会員の質問に

機関紙上で答えたり、後には実際の調査や指導にも乗り

出した。また、会員には、種々の専門的・技術的な疑問

を文書で質問できる権利とともに、義務のーっとして、

「常に衛生上諸般の景況に注視し本会の参考となるべき

ものは事の細大を問わず勉めて之を通信するを要すJと

いうことがあった(日本公衆衛生協会編， 1967)0この

ようにして、機関紙への、質問と回答、会員による海外

や国内の保健衛生事情の報告、常会での談話・演説・議

題の記録などの機関紙への登載により、本会は学校衛生

を含めた公衆衛生情報・知識の普及に大きな役割を巣た

すこととなった(日本公衆衛生協会編、 1967)。

なお、本会の活動も大正lUjになると低迷してしまう o

それは、学問の進歩の結果、医学会の分化が進み、各分

野に各種の団体が創設されたり、公衆衛生行政も発展し

たため、本会独自の活動分野がなくなってきたことに

よる O

しかし、大正則は活動が低迷したとはいえ、少なくと

も明治期については、その構成、役割、活動からみて、

本会がわが国における公衆衛生の形成・発展に果たした

1主義は大きなものであったし、その機関紙である『会誌j

に登載されている記事は、当時における学校衛生を合め

た公衆衛生の施策とその基調、実情を反映するものとい

えるo

2. r会誌jに見る学校衛生に関する記事の出現度

f会誌』での学校衛生に|刻する記事を抽出し、出現記

載項目を 5年ごとに整理した。その結果、海外の学校衛

生事情が頻繁に紹介されていることが判るコ表 1からも

明らかななように、明治のみを見てもそれは230件'1164

件(約28%)を占めている o rl'でもドイツからの情報が

多く、次し Eで、イギリス、アメリカとなっている o n寺代

推移別に見ても、特に明治24年以前では、海外事情の紹

介が約6割にもなっており、学校衛生のおIj生期として梢

極的に海外での学校衛生・保健活動を紹介し、自国の参

考にしようとした動きが読み取れる。また、国内外をtHJ

わず項目別に見ると、疾病に関するものが230件中38件

表 1 f大日本私立衛生会雑誌jに見られる学校衛生に関する海外および圏内記事の頻出度

西 暦[{ド] 1891以liiI 1892-1896 1897-1901 1902-1906 1907-1912 

(明 i白)E1n (24)以liir (25-29) (30-34) UI5-39) (40-44、大jEι)

項 1=1 数 (%) (%) (%) (%) (%) 

ドイ '/ 2 (13) (3) 6 (10) 9 (16) 15 (25) 

イギリス (7) (3) 2 (3) (2) 3 (5) 

海外学校~J~t.'í アメリカ (7) 2 (3) (2) (2) 

フランス (7) 2 (3) (2) 

その他の同 4 (27) 2 (3) (2) 3 (5) (7) 

9 (61) 6 (8) 11 (18) 15 (27) 23 (39) 

I五l内学校判li 6 (，¥0) 30 (83) 50 (82) 42 (74) 38 (62) 

1口』 15 (100) 36 (100) 61 (100) 57 (100) 61 (100) 



23 

力検1f.訓令J(IYJif:i21年)や「学生生徒身体検査規程j

(明治30年)に影粋を与えることとなったc

このように大日本私立衛生会が発足する以前から、後

の学校衛生に影科を与えるiJi1Jきが見られた。

金111: r大日本弘立衛生会雑必Jに見るうl:校衛生活1iJJの!Ii111i1J

(約13%) となっており(表2)、具体的な学校衛生上の

知識、技術、情報の伝達が求められていたことを示して

いる D 学校医に関しては、とりわけ関心がよせられてお

り、明治25年から29年のWJ問を除いては、つねに掲載Jst

日の1i!;=Ij以上を占めており、全体をとおしても、疾病に

|刻するものに次いで11%を占めている D 2.学校衛生事項取調

わが国における学校衛生制度の形成は、文部省持通学

務局に設置された学校衛生事項取調嘱託に三島通良が依

嘱され、学校{卒il/:.の調査にとりかかったIy灯台24年9月に

実質的にはじまったといえる。『会誌j第101号(IYl治24

年)r学校衛生の取調Jでは、この調査開始を報じて、

「是よりして学校衛生の事次第に教育社会に普及するの

絡を!日jくにいたるべしr'とWJ待している O

彼は、この年の九州地方での調査を皮切りに、全国の

学校を巡回して、校地の選定、校舎や教室の構造、校具、

就学年齢、授業H寺11¥1:等、学校環境衛生状態などを凋交し

た。この調査の結果、三島は①校地の選定、校舎の設計、

採光や換気などの教室の構泣、飲料水、机腰掛などの学

校環境は衛生学的見地からみて不完全純まりなく、早急

にその改善を図らねばならない、②教育は児童生徒の発

達にiYi意して行うべきであり、そのためには、児抗生徒

の発育の実態を把濯する必要がある、③児童の健康状態

を知lり、学校について衛生上の監督をおこなうために、

学校|宍制度が必要である、④学校教育は学校衛生学を基

礎 .1:台として構築されねばならない、という結論に達

し、学校衛生制度について舵々の答1/1をなした] (弘文

書院制、 1906;松本、 1989;日本公衆衛生協会編、 1967)。

この三島の調究結果の報告と提言-は以後の学校衛生制度

の形成・確立に一大きな影響を与えている C

このIJiIレベルの学校衛生に関する調査は府県レベルに

も波及している O 明治26:fJ:には東京府教育会が、三島通

良、内務省衛生同校師、文部参事官、 I宍師、学校長など

学校衛生制度の確立

1 . r大日本私立衛生会J設立以前の学校衛生の動向

先述したように学制が発令されたのはI則的 5年で、

f会誌jの創刊は明治16年である D 学校衛生活動もこの

学制発布から始まったとされているので、この1/11の学校

衛生の動向については他の史(資)料で補うこととする。

明治5 (1972)年の学制施行により近代学校教育制度

が発足した。しかし、施設設備の未整備など学校衛生の

ifiiで、も不備のままでの始まりであった。その'1'にあって、

以後の学校衛生に関する基本的事項がし Eくつかポされたの

例えば、学制では、天然痘予防対策として、「小学校ニ

入ルノ男女ハ種痘或ハ天然痘ヲ為シタルモノニ非レバ之

ヲ詐サスJということが規定されている O また、明治10

年、 12年、 15年、 23年と頻発するコレラの大流行など伝

染病の猛威により、明治12年の教育令、明治23年の改正

小学校令の中で、伝染病忠者の出席停止、流行H寺の学校

閉鎖などが規定され、伝染病一般に対する予防対策も講

じられた。さらに、明治11年、東京子IIIIAに体操伝省所が

IH.)設され、体操教師の去を-成も始まった。その伝背所教師

として、|司{I:日本政府に正式に任1IJされたリーランド

(G.A.Leland)は、運動の身体的効果を測ることを日的

とした活力検査を定期的に実施した。その測定項目は、

身長、体重、特岡、胸1m、指極、力-i詰:、指)J、Ilrti量であ

り、これが日本における学校の身体検査の初まりとされ

ている(杉浦、 1997)0これらの測定項目は、後の「活

『大日本私立衛生会雑誌』に見られる学校衛生に関する記事の頻出度(項目別)
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13名を委員として「学校衛生取調委員会jを設置し、学

校衛生状況を取調することとなった。三島の発議で決め

られた取調項目は、学校での生活環境から生徒の疾病に

関する項目まで、多岐にわたっている(表3)。また、

明治27年には神奈川県知事が学校衛生事項取調を三島通

良に依頼し、尋常師範学校生徒の病患、の原因を調査して

いるo その報告は、地質、空気、飲水、校舎の位置、建

r~l~、食堂などの諸施設、排水方法、食費、生徒病類表、

lf=. fjfr活力平均表など、広領域に及んでいる。その上、水

質検査では、その結果を報告するだけではなく、飲料に

は適してはいないが、やむを得ないので常に煮沸して飲

!日することも指導している 4。

3 .学校衛生顧問会・学校衛生課の設置と学校衛生

制度の確立

明治29年5月、学校衛生に関する重要事項を審議する

ために、文部省に内務省衛生局長、医科大教授をはじめ

全員医師である 9名の顧問で構成される学校衛生顧問会

がおかれ、同時に、三島通良が学校衛生主~.，'j~;; に任命

され、幹事役としてこの会議に参加することとなった 610

また、学校衛生行政機構の整備も進み、明治33年には、

文部省大臣官房に学校衛生課が新設され、学校衛生、学

校医、衛生統計、学校衛生顧問会議に関する事務を取り

扱うこととなり、課長には三島通良が就任した。

顧問会では、主に三島通良の調究結果と提言を基礎に、

学校衛生に|期して多岐にわたり審議された7i。そして、

そこでの決議事項が以下のように次々に実施に移される

ことにより、わが国の学校衛生制度の一応の略立を見る

ことになる o

すなわち、翌30年 1)1には「学校清潔方法J(訓|令)

が、翌3月には直轄学校についての「学生生徒身体検査

規程J(訓令)が公布され、次いで翌31年 1月には公立

学校に学校|去を置く勅令が制定された。さらに、現 9月

の「学校伝染病予防及消毒方法j、翌32年4月の「師範

学校中学校及高等女学校建築準則」、同 7Hの「小学校

設備準則改正J!il などの省令も公布された E川(日本学校

保健会、 1973;日本公衆衛生協会編、 1967)。

また、明治33年3月には、やはり顧問会の決議に基づ

き「学生生徒身体検査規程J(省令)が公布された。こ

れによって直轄学校以外の全国の学校に対しても毎年の

定期的な身体検査の尖施とその結果報告が求められるこ

とになり、全国の児京・生徒の発育と健康の実態を把射

するとし Eう学校衛生の管理のしくみが発足することと

なった。

その身体検査の項Hは、身長・体重・胸間・脊柱・体

格・悦力.u艮疾・聴力・耳疾・歯牙・疾病の11項目であ

る。明治21年の活力検査と比較すると、検査項目におい

て腎凶、力泣、握力、 JJ市活l1J:が除かれた反}師、眼疾、!聴

力、耳疾、歯牙、疾病聴が加えられており、身体検交の

性格が体力検査から健康診断に転換している。しかし、

この検査で発見された疾病異常者に対してどのような附

置をとるべきか、いわゆる事後措置については全く指示

を欠いていた10'(日本学校保健会、 1973;杉浦守邦、 1974)0 

なお、日露戦争の影響による樹皮の緊縮政策により、

明治36年3月には学校衛生顧問が、同年12JJには学校衛

生主事と学校衛生課がいずれも廃止されたけしかし、大

正期に入り、身体取弱児対策・や児童生徒および教員のキili

核対策など学校衛生上の問題が深刻化すると、再び、Ifl

央審議機関としての学校衛生会や学校衛生 E深が復活する

ことになる。

4.学校医の設置

『会誌』では先述したように、学校医について特に関

心が寄せられている。 f会誌jが、「学校医jという言葉

を最初に採り上げたのは第45号(明治20年)で、ハンガ

リーでの学校医設置を紹介している。そこでは、毎学則

の始めに学生を診察し、学~m"1も絶えずその健康状態、

とくに悦力と聴力に注意していること、伝染病の{云婦を

表 3 学校衛生取調の項目

第 - 学校建議

(・)校地 (:)建築材料 (三)附凶他物

第: 教室構造法

(ー)窓構造法 (二)教え刊it¥H 三)生徒一人に付する坪数 (1'4)空気の分ld:

第 i 内部の構造

(・)建具 (つ)J末、明、天JI: (三)机腰掛 (11L1)健室法 (11:)換気法

第11L1 生徒の疾病に|則するf'I:

第五 体操法及体雌J~.

第六 授 業 時IIIJ

第七 *1ìI~衛ll:il~

第八 学校~a空間il~ならびに学校衛生上監持法
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予防するため、必要ならば校長の許可.を続て学生の自宅

も巡視していることなど、学校医の職務内容にも言及し

ている。さらに、第78号(明治22年)では、 ドイツにお

ける学校医の職務として、単に生徒の他康管理だけでは

なく、便所を合めた施設の街生管理、さらには遊戯場の

安全管理にまで及んでいることに触れているo また、地

方レベルの動きについても、新潟県のi四困詰帯蒲!有i原郡なとどeで学

校l医雲設置置.が前向きに検討討.されていることを報じている山

なお、明治27年5月には東京市麹IIIT区で、同年 7月に

は神戸市内小学校で、明治28年4月には山形県の公立学

校で、学校医が設置されている(日本学校保健会.1973)。

他方、 f会誌jは学校衛生を充実させるための具体的な

施策として学校衛生学に通じた学校|去の配置の必要性を

説く三島通良の論説なども積極的に掲載している山。

このような f会誌jの積極的姿勢もあって、明治30年

に学校衛生顧問会議で、三島通良の取調結果と提言に基

づいて、文部省の直轄学校、府県尋常fiiJi範学校、尋常中

学校などに各l名、その他の学校には漸次普及させると

いう方向で学校医の設置が決議された。その決議を受け

て、理年の明治31年に、公立学校への学校医設i庄が勅令

として公布された。

その学校i去の職務としては、「学校|廷職務規程J(明治

31 !r1~ 2月・省令)によれば、第lに、学校環境術生の視

察におかれ、 H1回出校して、換気・採光・机腰掛の適

否・黒板との距離・暖房.ii'ii紫・飲料水などの状況調査

にあたること、第2に、学校視察中疾病根忠生徒を発見

したときは欠謀、休学、療治等の勧告を学校長に行うこ

と、第 3に、定期の身体検査を実施すること、第 4tこ、

伝染病発生時に予防消帝処{置を実施し、学校閉鎖の納f!?

を行うこと等カfあげられていたゆ。

ここで学校I~に求められていることは、いわば外部か

らの学校環境衛生状況と9Glii生徒の身体状況についての

監視、監腎であって、環境衛生状況を点検して陣{IF条件

の改普.を勧告したり、児童生徒の身体を調べ、その異常

を発見することであった(杉浦、 1974!r1:;日本学校保健

会、 1973)。そこでは、疾病異常を有する児童生徒を発

見しでも、これを学校外へ排除する措I~i: (例えば就学免

除・休学)がとられるだけで、学校内でこれに対して治

療・疾病管理をすることは全く考えられていな1..'0その

ことは、学校I~IUJ題の要領を尽くしたものとして、明治

33年に 3号にわたり f会報jに掲載された、「学校衛生

と学校医問題j という論説111 の中の、学技術~I:.要領に

適礁に表れている。そこでは、学校|廷は学生の他山を検

査すべきもので医師としての治療をなすべきではないこ

と、治療の必要がある場合は、一般の1Jt.J業医師若しくは

その自治体の救貧lきがあたるべきことが明記され、その

うえで、健康検査の目的は、第 lに医師的治療を必要と

する患者を失することなく発見すること、第 2に保健状

況を統計的に記録することにあるとされている。

学校医の職務がこのように捉えられた背景には、近代

学校教育が開始されるとともに、学校環境衛生の不備の

ために、児童生徒のflHに近視者、脊柱をきIIlI者、身体虚弱

者が目立って培え、結核で倒れる者も続出したことがあ

る山(日本学校保健会、 1973)。したがって、この時期

の学校衛生の最大課題は、近視と脊柱湾曲の発生予防で

あり、そのための対策は、机腰掛の改良と校舎建築の改

部であり、教科書の文字の大きさの規制などであった。

そこで、机腰掛の基準を含む設備準則や教科m:の文字の

規制などを定めるとともに、児童生徒の中の近視・脊柱

争:!f1111者の早期発見のために、身体検査が実施されること

になったのである(杉浦、 1974)。このようにして、学

校の環境衛生状況の蛇'仔と身体に異常がある児童生徒の

発見こそが、学校|去の主任務として位置づけられたので

あるo

しかし、その学校|去の職務内容についても、大正邦jに

入ると変化が生じる o 大正 9年、「学校医職務規経jが

改正され、学校医の職務に「病者、虚弱者、精神薄弱者

の13t督養護に閲する事項Jとれ1:.徒児童又は其の保護者

等に対して術生に閲する講話をなすJが付け加えられた

のである(日本学校保健会、 1973)。前者の職務の追加

には、環境衛生中心で、学内での治療・疾病管理を排除

している従来の学校|去制度について、①疾病児・虚弱児

の噌加やIV1ifi30年代のトラホームの大流行などに対して

全く無力であること、また、②そのような児童生徒の健

康問題を解決するには、 ljiに学校環境の与える悪影響を

除去するという従来の消極的な対応のみでは不十分で、

航梅的に児童生徒の健康の保持増進を図る必嬰があるこ

となどが認識されるようになったことが背設にある。さ

らに、後者の職務の追加は、明治後期において、児童生

徒の健康を維持するためには、 iiiに学校内の環境衛生を

粧えるだけでは不十分であり、家庭との連機が必要であ

るという気述が高まったことによる附

大日本私立衛生会雑誌の記事にみる

明治期の学校衛生の特質

前章まで19]治期における学校衛生の展開過程を見てき

たが、ここでは、明治則の学校衛生の形成・確立を主導

した三島通良を主な対-象として、展開過程にみられる明

治期における学校衛生の基調、特質を分析するo

(1 )富国強兵策の一環としての学校衛生

明治JVJ日本では7if図強兵策が推進されたが、公衆衛生
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とその一部を構成する学校衛生もその政策と通成してい

たことはいうまでもない。そのことは、三島通良による

次の学校衛生についての意義づけによく表現されている。

「図の元気と云ひ生産力と云う様なものは、皆其国民

の健康の度に正比例をするものであるから、国民の健康

の度を進むると云うこと退けると云うことが、 liiも国家

の富強に関係して居るJ1わ

(2) 日本人の体格が西欧人に劣っているという危機

感の存在

富国強兵を掲げて欧米諸国に追いつこうとしたとき、

西欧人と比して日本人の体格が劣っているということが

強く意識された(鹿野、 2001)0 このことは公衆衛生や

学校衛生の世界でも共通しており、そのような認識の下

に、公衆衛生や学校衛生あるいは体育の目的が西欧人に

負けない強壮・強健な身体を有する国民を育成すること

に置かれることとなった。このことについても、三島通

良による次の論説に明白であるo

「予の識るところを以てすれば、本邦人の体格は野蛮

国を除き、世界に知られたる開明国中に於いては、最も

媛小なるものなり……兎に角予は現在に於ける本邦人の

体格は、以て東洋の平和を克復し、帝国の光栄を後揮す

るに於いて、不充分なるものなる事を信じ、而して作人

の基礎たる現今の教育は此の需用に謄ずるに足らざる事

認む、特に体育に於いて然りとなす」働。三島のこの

「体育Jという言葉の中には、学校衛生という概念も含

まれているo

(3) 学校衛生環境の整備・改善の優先

学校衛生の主たる任務が、健康を維持・増進するとい

うことよりも、学校の環境衛生の改善に止まった。

三島を始めとする当時の公衆衛生の専門家においては、

壮健な国民を形成するために健康教育が必要であるとい

う認識はあった。したがって、広い意味では学校衛生の

中に身体づくり(体操)も含まれるという認識も有して

いたヘしかし、明治則は近代学校制度の形成・確立期

にあり、まずは衛生的にみて劣悪なる学校環境を整備す

る必要があったことや、その劣悪な学校環境が生み出す

近視や脊柱時曲症の増加に対応せざるを得なかったこと

により、設備準則の設定など学校衛生環境の整備・改善

が優先された。したがって、前述のように当時の学校医

の職務も学校の環境衛生の監視に止まっていた。そして、

健康の維持・増進を図るという点については、明治期で

は、身体検査の性格が体力検査から健康診断に変わった

ことで、健康状態の把腿という面でわずかに実現された

に過ぎない。

他方、身体づくりの方は体操に求められた。そのこと

は、学校教育が知育教育に偏して児童生徒の身体を虚弱

化させているとの批判お}を受けて、体操が重視される

ようになり、明治38年の 8月の「体育及び学校衛生に|到

する訓令j2lJや明治33年の小学校令の改正による体操科

の必須化221 によって一応達成されることになるo

(4) 健康教育の実施と衛生思想の普及という面での

限界

また、三島を含めた当時の公衆衛生の専門家は、児童

生徒に対する衛生教育を通じて、衛生思想を普及・定着

させるという目的も有していたか。しかし、明治期には、

それは不充分のままに止まり、学校衛生の而では、.t:に

学校環境の整備、改普-の方に力が注がれた。その不充分

であった理由は、衛生教育は学校での独立した教科とい

う形では存在しなかったからである。たしかに、明治 5

年の学制においては、小学校における衛生教育として、

「養生法Jという教科が設けられ、今日の「保健Jに相

当する授業が諜せられていた。しかし、その教科も明治

12年の教育令改正で廃止され、以後衛生教育についての

独立の教科名はなくなってしまったお o 従来の「養生法J

は、健康な身体を養うために必要な習慣、態度の養成に

関する内容の大部分が、「修身Jに包含され、衛生知識

としての内容は、主として「理科Jにおいて指導される

こととなったのであるo このようにして、健康教育は、

保健学習面については「修身Jゃ「理科Jで、身体づく

りについては「体操Jで、と分散した形で指導された

(日本学校保健会、 1973)。

衛生思想の普及は、大正期になって、学校医の職務内

容に保護者等への講話が含まれたことや学校医、学校長、

教育行政官などで構成される地方学校衛生会が設置され

たことにより前進することになる O しかし、健康教育は

基本的には戦後の保健教科の笠場まで待たねばならな

かった。

(5) 学校教育が児童生徒を虚弱化させているという

危機意識

学校衛生において環境衛生の整備・改普-を推進させた

背後に、衛生学的にみた場合の学校の施設や授業方法な

どの不備・欠陥や知育偏重教育によって、学校教育が児

童生徒をむしろ虚弱化させているという危機意識があっ

f ・・5)
o 

(6) 医学、衛生学に基づいた学校衛生施策の展開

三烏は、教育の目的は強壮有為の人間を作ることにあ

るとし、したがって、教育は医学、衛生学に裏打ちされ
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た学校衛生を基礎・土台として組織されねばならないと

捉える2九したがって、明治則20~30年代の学校衛生を

実質的にリードしたのは三島であった以上、その時期jに

は、彼のこの考え方に沿って、医学者を中心とした衛生

学的な学校衛生施策が展開されていった。 明治24年には

学校衛生事項取調嘱託が、明治28年には、学校衛生顧問!

と学校衛生主事が設置されたが、その全員が医師である O

また、明治31年には公立学校に学校医の設置が義務づけ

られたが、その学校医は正規の医学教育を受けた者に|浪

られた。さらに、明治32年の小学校設備基準などの環境

衛生基準も医学的、衛生学的見地から定められていった。

従来の活力検査訓令にかわり、明治33年には「学生生徒

身体検査規程J(省令)が公布されたが、実施者は医師

に限られ、検査項目から力最、握力、肺i首位が外れたの

に対し、他方で疾病が加わったことで、活力検査の色彩

が簿くなり健康診断としての性格が強くなった。

(7) 国家による児童生徒の健康状態・身体状態の把

握と管理

明治33年の「学生生徒身体検査規程J(省令)が公布

により、全国の学校に対しでも毎年の定則的な身体検査

の実施とその結果報告が求められることになった。身体

検査の目的は、第 lに身体に異常がある児童生徒を発見

することであり、第 2に児童生徒の健康状態を統計的に

記録することにある O

このことにより、児童生徒における発育発達状況を全

国レベルで把握できることになり、公衆衛生施策のため

の基礎データが整備されるとともに、児市生徒の健康状

態・身f糾犬態がl五l家によって管理されることにもなった。

おわりに

当初は、欧米の制度に学びながらも、 19J治20{f.Q'J明か

ら30年代中期において、わが悶の学校衛生制度は一応雌

立した。そのことは、明治以降のわが同における学校衛

生制度の基本的な枠組みが整ったことになる。

その特質は、医学や衛生学を基礎において形成された

こと、健康教育よりも学校環境衛生中心であったこと、

r1同人jの健康の維持・増進よりも、壮他な「国民jの

形成に重心があったこと、などである O そして、これら

の背後にある基調は、国家の強さと国民の身体を関連づ

け、宮国強兵を支える「国民J(将来の|主111Cとしての児

童生徒)の創造である。

明治期では、学校衛生制度を構築し、学校衛生環境を

整備することが急務であり、個人の健康の保持・増進ま

では余裕が無かった。個人の健康の保持・増進、つまり

健成づくりとし寸積極的な公衆衛生に視点が移るのは大

正期以降である(黒田、 1999)。しかし、そのような健

康の積極的な保持・増進も明治期の学校衛生制度や公衆

衛生制度の形成・確立が前提となるのである o

つまり、医学と衛生学を基礎としたことは学校医制度

の創設につながったが、その学校医の職務は、大正期jに

は、児童生徒の健康管理や医学・衛生思想の普及にまで

拡大する D しかし、そのような学校医の活動や役割の拡

大は、明治期での学校医の配置こそが可能としたのであ

るO また、学校環境衛生中心では、学校内での児童生徒

の健康管理や治療を学校医の職務から除外したり、健康

教育を重視しないことになるが、学校内の環境衛生の整

備は進んだのである。ここでも、明治則の学校衛生環境

の整備が児童生徒の健康管理という大正期の学校衛生を

支えるのである O

さらに、明治則の身体検査制度の確立も、個人の健康

状態に関して、健康の保持.f~進を目的とする公衆衛生

施策のための、また、個人の健康管理のための、基礎デー

タの把躍を可能にしたのである o
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注記

1) r身体の困民化j とは，国家が兵士として，近代産

業の従事者として また次世代を産む者として，同民

同家の富国を支える基盤であると捉え，それに対応し

得るように国民の「身体jを管理・育成すること o そ

こでは， r個人jの身体は， r国民全体Jの身体として，

凶家に従属し，凶民国家を支え得る身体に適合すべく

「身体Jの均質化が図られる(鹿野.2001:谷釜， 1999) 0 

2) r学校衛生の取調J，r会誌』第101号，明治2411:，

pp.769・770.

3 )三島通良「学校衛生J，r会誌j第126号，明治26年，

pp.1013-1041，同左「明治二卜八年に於ける学校衛生J，

f会誌j 第 140 号，明治2811~ ， pp.106・113，同左f!i引を

の経営としての学校衛生J，r会誌j第154号，明治29

1F， pp.187・204.

例えば，三向は机腰掛の構造や教科書の文字の大き

さなどについて答申している o r小学校!日机腰掛取調

報告J， r会it!U第177iナ，明治31年.pp.87・102.，r学
校衛生学上教科書に就て注目すべき事項Jr会誌j第

128号・，明治27:4:， pp.55-59. 

4) r神奈川県4常師範学校の衛生に|期する取調書:J， 
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『会誌j第138号，明治27年， pp.984・989.，r三島通良氏

神奈川県尋常師範学校の衛生に関する取調書j， r会
話~J 第lω号，明治2811:' ， pp.148・151.

5)顧問会に諮問する事項を調査し，その他学校衛生に

閲する事項を司る.

6) r学校衛生顧問及主事の任命j，r会誌j第156号，明

治29年， pふ:13，r学校衛生顧問会j，r会誌』第157号，

明治29年， pp.656・657.

7)例えば!懐剣柔術は，体操術として生徒に謀するのに

は害があるが，満15年以上の者にー遊戯として採用す

ることはよしと決議したり (r学校衛生顧問会の決議j，

f会誌j第158号，明治29年， p.726)，教科書用の文字

の大小の制限や紙質についても瀞議している (r学技

術生顧問会議j，r会誌j第184号，明治31年， p.523). 

8 )この中では，三島通良の取調を踏まえた机腰掛の基

準も定められた.三島のこのl虫剤については， r小学

校周机腰掛取調報告jr会誌j第177号，明治31年，

pp.87・102.

9) r学校医設置の計踊j，r会誌j第171号，明治30年，

p.650， r学校医設1U:の議j，r会誌j第172号，明治30年，

p.725， r学校伝染病予防及消毒方法j，r会誌j第185号，

明治31年， pp.602・605，r小学校設備準則の改正j，r会
誌J 第194号，明治32{1~ ， pp.591・52.

10) r身体検査統計に関する文部省の通牒j，r会誌j第

215号，明治34年， pp. 262・263.

11) r学校医設置の建議j，r会誌j第145号，明治28年，

p.632. 

12)三島通良「学校衛生j，r会誌j第126号， pp.1039・

1041. 

13) r学校医職務規程j(日本学校保健会， 1973) 

14) ドイツでの学校教員会議での講演の訳出， r会報j

第205号，明治33年， pp.376・380，同第206号， pp.I-5， 

同第208号， pp.8・13.

15)三島通良「学校衛生j，r会誌j第126号， pp.1028-

1038，同前掲「明治二十八年に於ける学校衛生J第

140号， pp.l10-111， I可前掲 fii没後の経営としての学校

衛生j第154号， pp.193・195.

16)例えば，明治39年度文部省年報摘要「学校衛生状

況j，r会報j第26号，明治4111:'，497・499，三宅秀君-

「学校衛生を斯くの如lく家庭に活ばしめよj，r会誌j

第29号，明治44年.pp.517・522.lt:r土川i首・「学校衛生

についてj，r会誌j第30号，明治45年， pp.399・404.

17)三島通良「学校衛生j，r会報j第126号， p.l024. 

18)三島通良「明治二十八年に於ける学校衛生j.r会誌j

第140号， p .106，なお，大日本私立衛生会の発会に際

しての祝辞において同会の初代会頭佐野常民も「我

図人は欧米人に比すれば身体Jll弱なること衆人の熟知l

する所なり j と述べ，同会発足の意義に及んでいる

(日本公衆衛生協会編， 1967). 

19)三向は学校衛生学が取り扱う純聞の中に教室構造，

採光・換気，生徒の疾病とともに体操・遊戯も含めて

いる。三島通良「学校衛生j.r会誌j第126号 p.

1020，また，間前掲「戦後の経営としての学校衛生j，

第154号.p.192. 

20)例えば，三島は「智育は先に進みて，……徳育又大

に峨ならんとする時に当り，独り体育は遼巡路路:して

進ます，鳴日子教育の基礎たり.国家富強の基たる体育

は実に著しく退歩したりJと述べる o 三島通良「明治

二十八年に於ける学校衛生j，r会報J，第140号. p. 

113.また，三輪徳究も.r生徒白からに於ては，智育

を専とし体育は間意するもの少なきのみならず，之が

教育者も亦体育の発逮を図る智育に於ける如くならざ

るが如lしJと述べているo 三輪徳究「学校生徒体育に

就いての都見j，r会誌j第136号，明治27年.p.749. 

21) r小学校に於ける体育及衛生に関する訓令j，r会誌j

第136号，明治27年， pp.788・789.この訓令は，知育偏

重の教育となり，学校における体育及び衛生の方法は

まことに不完全であるという認識の下に.r体育はで

きるだけ活発な迎.動を諜すことが必要であるJとか

「放線後も……活発な遊戯をさせるJなど規定して

いる.

22) r小学校令の改正と体操科j，r会誌j第207号，明治

331r， pp.538・539.

23)三島通良「学校衛生j.r会報j第126号， p.1027. 

「学校術生と家庭衛生j.r会報j第184号，明治31年，

p .526， r衛生的に観察したる教科書:j， r会報j第188

号，明治32年.p.71・72など.

24) r養生法Jが独立した教科としてとりあげられなく

なった理由としては，以下のことが考えられるo ①個

人の健康の維持・増進のための生活習慣の養成は修身

の内容だと考えられたこと，②保健教育は独立教科と

して存在させなくとも理科のIやでも事足りると考えら

れたこと，③従来行われていた養-生法教科は，教科書.. 

教授方法の内容の難解さなどの点で適切で、なかったこ

と，④国家主義的教育体制の中で，個人の健康維持・

増進のための教育という視点はまだ‘弱かったこと，な

どである(松本・水野， 1981). 

25)例えば，三島は，教室の構造，椅子腰掛，飲料水な

ど学校の施設や設備の不備を指摘しつつ.r今の学校

の生徒というのは強壮でなく従って有為で・もない，……

それは・・・…現今の小学校の生徒の身体を検査すれば直

ちに分る，現今の小学校の生徒の身体というものは今
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日益々!説明に傾いているJとか「今の学校生徒は，其

の半数以上が不具者であるjと述べ，その原凶として，

rr小児の教育法jと云うものの進歩しないこと，小児

の身体及び精子III~.を育の状態に拘はらず過度の綬業を施

したこと，学校衛生法の行われぬこと，身体及び精神

摂生法の智育の度に適当せぬことJを挙げ， r今日の

学校は其所へ通学してから病人になるのである故，……

寧ろ病体附lf~製造所という名を命けた方が適当であるJ

とまで言い切っている.三島通良「学校衛生J，r会報j

第126号， p.l026・1038，同前掲「学校衛生J，r会報』
第154号， pp.193・197.また， 11.1 ~f~正雄も学校が原因で

発生するとする疾病を挙げながら，生徒の身体が年々

薄弱になっていると指摘している.iJ.J県正雄「学校衛

生J，r会報J132号，明治27年， pp.404・413，135号，明

治27年， pp.673-684. 

26)三島通良「学校術生J，r会報j第126号， p.l026，同

前掲「戦後の経営としての学校衛生J，第154サ， p.190. 
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編集後記

九州体育・スポーツ科学研究第19巻 I号をお届けします。 原著論文 3編の内容となりました。年に 2号を出

すことが目標であり、それが今年度q:1に達成できたことは大変喜ばしいことであります。

先般の学会大会(九州産業大学)では若手研究者の発表に少しずつ活気が出てきたのではないかと感じました。

大学院生はもちろんのこと、若手研究者がのびのびと発表の機会を持てることは素晴らしいことです。本学会の

目指すべき姿でもあります。

しかしながら学会誌への投稿となりますと、いささか消械的になるという傾向が窺えます。ぜひとも若い研究

者の皆さんに積極的に投稿していただきたく忠"，ます。査読は厳しく評価される機会ではなく、丁寧な指導を受

けられる良い機会です。ですからその機会を大いにi即日してくださし、。論文投稿によりさらに研究を深め、発展

していただければ幸いです。

今年学会発表された方には来年は論文にまとめ投稿されますよう、お勧めいたします。

(山下和彦)
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